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はじめに 

本論文では，肩離断者の社会復帰へ貢献する直感的な制御が可能な軽量多自由度

の筋電肩義手システムの開発を主題とし，第一に体幹部の筋電信号を用いた直感操

作型筋電肩義手システムを開発する．第二に，軽量多自由度なロボットアームを実

現するため，全軸ワイヤ干渉駆動機構による肩義手ロボットアームを開発する．最

終的に2つを8自由度筋電肩義手システムへと統合し，日常生活動作の評価について

述べる． 

現在，一般に普及している肩義手の多くは装飾用肩義手もしくは能動肩義手であ

る．装飾用肩義手は，外観の再建を目的とした肩義手であり，指や肘などの関節を

能動的に可動させることはできない．能動肩義手は，ハーネスとケーブルを用い，

体幹部の動作を機械的に伝達させることで，手先具や肘を能動的に可動させること

が可能である．従って，欠損した腕の運動機能の再建を求める場合，能動肩義手の

使用が検討される．能動肩義手は機構が簡単で軽量なため，容易に扱うことができ

る．しかし，体幹部（主に肩甲骨）の能動的な動作を動力とするため，一般的に再

建できる関節自由度は肘と手先具の 2 自由度のみであり，協調動作も困難である．

また，女性や高齢者など筋力の少ない使用者には重量物の把持などの動作が困難だ

と考えられる．そこで新たに電動肩義手の研究開発が進められている．電動肩義手

は，各関節をモータなどのアクチュエータで駆動させるため，複数の関節自由度の

再建が可能である．また，各種センサから計測された信号に基づいて制御を行うた

め，複数関節を協調動作させることも可能である．しかし，複数の関節自由度を再

建するために複数のアクチュエータを搭載すると，その分電動肩義手の重量も増加

してしまう．また，複数のアクチュエータを制御するために必要な入力信号も増加

するため，制御が複雑化し操作が難しくなるという問題があった． 

そこで，本研究では，直感的な制御が可能な軽量多自由度の筋電肩義手システム

の開発を目標とし，以下の段階に分けて研究を行った． 

研究の第１段階として，電動肩義手の関節自由度を低減することで，低重量で直

感操作が可能な４自由度筋電肩義手システムを開発した．開発した４自由度筋電肩

義手システムの評価として，肩離断者と健常者で，壁面に貼り付けたボールを水平

及び垂直方向に恥移動させる，ピックアンドプレース実験を行い，開発した４自由

度筋電肩義手の操作性を検証した． 

研究の第２段階として，全軸ワイヤ干渉駆動機構を用いることで，関節自由度を

増やしつつ重量の増加を抑えた軽量多自由度な８自由度筋電肩義手用ロボットアー

ムを設計開発した．開発した８自由度筋電肩義手用ロボットアームの評価として，
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各関節の独立動作の確認，複数関節の協調動作と繰り返し精度の評価，干渉駆動機

構の関節における出力の確認を行い，全軸ワイヤ干渉駆動機構を用いた８自由度筋

電肩義手用ロボットアームの有効性を検証した． 

最後に，開発した直感操作型の４自由度筋電肩義手システムと軽量多自由度な肩

義手用ロボットアームの統合を行い，軽量多自由度で直感操作を可能とする８自由

度筋電肩義手システムを試作開発した．試作開発した８自由度筋電肩義手システム

では，動作をパターン化することで関節自由度に対して操作自由度の低減し，直感

的な操作を可能とした．試作開発した８自由度筋電肩義手システムの評価として，

麻痺患者の上肢機能評価に用いられる ARAT（Action Research Arm Test）を参考と

した評価実験を行い，肩義手の上肢機能を確認した．また，多自由度となって可能

となった日常生活動作を実行可能であることの確認を行い，軽量多自由度で直感操

作を可能とする８自由度筋電肩義手システムの有効性を検証した． 

電動肩義手の先行研究では，主に関節自由度の増加と，増やした関節自由度の制

御法に焦点が当てられていた．本研究の新規性は，関節自由度を低減することでロ

ボットアームの軽量化と直感操作性の付与を両立させた電動肩義手システムを構築

した点，全軸ワイヤ干渉駆動機構を肩義手用アームの設計に適用し，低重量で多自

由度の肩義手用アームを開発した点，加えて，操作自由度を抑えることで，軽量多

自由度な直感操作型肩義手システムの有効性を検証した点にある． 

本論文の構成は，5章からなり，各章の概要は以下のとおりである． 

 第 1章では，緒言として，本論文の概要および論文構成について述べる． 

 第 2 章では，本論文の背景と目的のため，義手の歴史と義手の機能・欠損部位に

よる種類，電動肩義手の歴史と先行研究，電動肩義手の要求機能，研究目的につい

て述べる． 

 第 3 章では，直感的操作型肩義手システムについて述べる．開発した直感操作型

肩義手の構成，筋電位計測位置の同定手法，直感操作型肩義手の評価実験について

述べる． 

 第 4 章では，全軸ワイヤ干渉駆動機構を用いた電動肩義手用アームの設計と開発

について述べる．電動肩義手用アーム開発の要件と課題，それらを解決するための

アプローチについて述べる．開発した電動肩義手用アームについて，評価実験と結

果と考察を述べる． 

 第 5章では，まとめと今後の展望について記述する． 
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第 2章 背景と目的 

 本章では，本論文の研究背景を述べた上で，研究目的を示す．2.1 節では，義手の

歴史とその機能的分類について述べる．2.2 節では，義手の中でも最も課題の多い電

動肩義手について，歴史と要求される機能を述べ，先行研究と残った課題を示す．

2.3 節では背景を踏まえた研究目的を述べる． 

 

2.1. 義手の歴史と機能的分類 

 本節では，義手全体の歴史とその機能的分類を述べる．2.1.1.項では，義手の歴

史を紹介する．2.1.2.項では，機能に応じた義手の分類を示す．2.1.3.項では，欠

損部位に応じた電動義手について紹介する． 

 

2.1.1. 義手の歴史 

義手とは，欠失した上肢の外観または機能を代償するために身体に装着し，使用

する人工の手指である．義手の歴史は，そのニーズが生まれる戦争と切っても切れ

ない関係にある．しかしながら，近年においては，先天性の欠損や事故による欠損

など，戦争以外の要因で義手を必要とする場合がある．本節では近年に至るまでの

義手の歩みの一部を紹介する． 

義手の歴史は古く，古代エジプト（紀元前330年頃）のミイラが外観を再建するた

めの装飾用前腕義手をつけていたことが確認されている．また，第二次ポエニ戦争

（紀元前 219～201 年）では，ロック機構の付いた鉄製の前腕義手を装着した将軍の

記述が残されており，紀元前から既に義手が戦争と深く結びついていたことを示し

ている（高橋，2011）．鉄製義手は中世においても確認されており，最も有名なも

のはゲーテの戯曲である「鉄の手ゲッツ・フォン・ベルリヒンゲン」内で発表され

た，中世ドイツの騎士ゲッツ・フォン・ベルリヒンゲンの義手である．ゲッツの義

手は，ゲッツ本人が機構を考案し，1509 年にお抱えの武器鍛冶に作らせたとされて

いる．後に推定されたゲッツの義手は受動的に指の開閉が可能であり，それぞれの

指も細かく曲げることができたとされている．また，義手の内部に仕組まれたゼン

マイバネにより指を一定の所でロックすることができ，手首の掌背屈も可能であっ

たとされる．ゲッツの義手は鋼鉄製であり，重量は 1.5［kgw］，内蔵されるバネの
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力は全て合わせると 300［kgf］もあったとされている．ゲッツの鉄製義手の前後の

時代には武器鍛冶により製作されたと思われる鉄製義手が騎士の遺体と共に発見さ

れている．このことから，中世において義手は戦争により負傷した者が，再び戦場

に戻るために使用していたことがうかがえる．これらの鉄製義手は全て単純な機構

で，物を握らせる程度のことはできても能動的に動かすことはできなかった． 

使用者が能動的に動かすことのできる義手が発明されたのは十八世紀末頃と言わ

れている．一般に知られた，能動的に動かすことのできる最初の義手は，1818 年に

ベルリンの歯科医で外科機械製作者でもあったバリーフによって作られた．バリー

フの義手は常時手が握られた状態にあり，手を開くときは内蔵された腸線を引っ張

ることで，手を開くことができた．腸線は使用者の肩や肘と繋がっており，肘を伸

ばすと手が開く機構になっている．これは今日の「能動義手」と呼ばれる義手と同

じ機構である．しかしながら，能動的に手を動かせるようになってもヒトの手と同

様に仕事を行うことは非常に困難である．そこで，ヒトの健常手のような細やかな

作業性や汎用性を捨て，単一の作業のみに特化した義手が十九世紀に考案され，

「作業義手」と名付けられた．その時代における作業義手は，主に農耕作業など重

労働向けで，鍬やシャベルを義手に取り付けることが可能であった．今日でも作業

義手（作業用義手）は比較的多く普及しており，目的の作業によってさまざまな機

構や形状を有している．この頃になって義手は戦争に復帰するためでなく，社会に

復帰するための役割を持ち始めたといえる． 

第一次世界大戦は人類が始めて体験した総力戦であり，多くの死傷者と身体欠損

者を生み出した．義肢を必要とする切断者はヨーロッパだけで 30 万人に達したと言

われ，義肢の需要が高まったことにより，義肢の研究は目覚ましい発展を遂げた．

また 1921 年ジュネーブにおいて，第一次世界大戦において数多くの欠損者を出した

イギリス，フランス，オーストリア，ドイツ，イタリア，ポーランドの代表が集ま

り国際保護機関と国際赤十字に，義肢に関する国際的な情報交換のための書物の出

版，および研究体制の確立などを依頼した． 

第二次世界大戦後の 1945 年，リヒテンシュタインにおいて断端部の筋肉を動かす

ことでスイッチを切り替え，手を握った際の感覚を使用者にフィードバックできる

ワドゥツ義手が開発された（武智秀夫, 1988）．同時期のアメリカでは，

International Business Machines （IBM）社においてスイッチによる選択式の電動義手

が考案された．生体信号の一種である筋電図を，義手操作のためのスイッチとして

用いた「筋電義手」は，イギリスで 1955 年にバッティらによってはじめて開発され

た．その後，電動モータを動力源とし，断端部の筋電図によって制御する前腕用筋

電義手が 1962 年にソ連で開発され，実用化された．その他，電気以外の動力を用い

た義手として，圧縮炭酸ガスを使った体外力源義手が，西ドイツのハイデルベルグ
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大学で 1952 年に開発された（武智秀夫, 1988；川村義肢株式会社）．この体外力源

義手は，ガスを管でふいごに送り，弁の開閉によって義手の指や肘を動かすもので

ある．体外力源義手の製作には工学的知見や技術が必要であり，医師や義肢製作者

だけで体外力源義手を製作することは非常に困難であった．従って，工学の知見や

技術を有するエンジニアの関与が必要となる．また，体外力源義手を実際に欠損者

が実用するためには，医師や義肢製作者など医学知識を有するスタッフが関与しな

ければならない．武智によると，このようなきっかけから医学と工学が組み合わさ

れた，リハビリテーション工学と呼ばれる分野が生まれたとされる． 

以上より，義手の歴史とその発展には，紀元前から戦争と密接な関係があり，中

世においては負傷により戦場を離れた兵士が再び戦場に戻るために義手は使用され

た．その後，能動義手や作業義手が考案され，欠損者が社会へ復帰するために義手

が活用されるようになった．第一次世界大戦後は，戦傷者へ円滑に義手を支給する

ために各国で義肢装具の研究開発機関が設置され，国際的に欠損者への対応が考慮

されるようになった．そして第二次世界大戦以降は，医学と工学の学際分野である

リハビリテーション工学が興り，筋電義手や体外力源義手の実用化が進んできた歴

史がある（Resnik et al., 2012；大庭潤平ら, 2017）． 

 

2.1.2. 機能に応じた義手の分類 

義手はその機能によって装飾用義手，作業用義手，能動義手，動力義手（電動義

手）に大別される．以下にそれぞれの義手の概要を示す． 

 

・装飾用義手： 

欠損した部位の外観の再建を目的とした義手のことを指す．外観のみを再現する

ため，指や肘などの関節を動かすためには外部から力を加える必要がある（例：残

存する手を使って義手の指を曲げる） 

 

・作業用義手： 

外観の再建を重要視せず，様々な作業を行うことを目的とした義手のことを指す．

作業内容によって手先具を変更することができる．装飾用義手と同様，手先具など

の操作には外部からの力を必要とする． 
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・能動義手： 

使用者の身体動作を動力として，義手の手先具や肘関節などの可動部分を動作さ

せることで，手や腕の運動機能を再建することを目的とした義手のことを指す．ワ

イヤで身体と義手を繋ぎ，身体動作（例：胸を張るなど）でワイヤを引っ張ること

で手先や肘関節を動かすことができる． 

 

・動力義手（電動義手）： 

義手の手先具や肘関節などの可動部分を動作させるための動力として，空気圧ア

クチュエータや電動モータなどの駆動源を用いる義手の総称（現在，動力義手のほ

とんどは電動モータを駆動源とする電動義手であるため，本論文では注釈のない限

り電動義手として表記する）．能動義手と同様，手や腕の運動機能を再建すること

を目的とした義手のことを指す． 

 

上記の義手の中で，能動義手と電動義手は他2つの義手とは異なり，使用者が義手

を能動的に動作させることが可能である．能動義手は使用者の残存する身体部位の

動作を駆動源とするため，義手の出力が使用者の筋力に依存してしまう．従って，

使用者が子供や女性，高齢者など筋力の少ない，もしくは衰えた人の場合，義手が

十分な出力を発揮できない恐れがある．また，一般的な能動義手においては，肩甲

帯と体幹の動きをハーネス・コントロールケーブルシステムによって伝達し，義手

の手先具を操作する．従って，一般的な能動義手の操作箇所は1箇所もしくは2箇所

に限られ，2 箇所を操作できる場合でも，2 箇所の操作を同時に行うことはできず，

1箇所ずつの操作となってしまう． 

一方電動義手は，動力源を電動モータとすることで，義手の出力が使用者の筋力

に依存せず十分な駆動力を発揮することができる．また，複数箇所を同時に動作さ

せることも可能である．作業療法士など，上肢切断のリハビリテーションの関係者

を対象としたアンケートでも筋電義手の有用性が高く評価されている（加倉井ら，

2001）．以上の事から，ヒトの腕の機能を再建するうえでは上述した 4 種の義手の

うち電動義手への期待が高まっている（Metzger et al., 2012）． 
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2.1.3 欠損部位に応じた電動義手 

義手は使用者の欠損した部位によって処方される義手が異なる（陳，2010）．欠

損部位に対応した電動義手について，その特徴と性質をまとめる．図 2-1 に欠損部

位に対応する電動義手の分類を示す． 

 

 

図 2-1 欠損部位による義手の分類 

 

図 2-1 より，欠損した部位に対応する義手として電動手指・手部義手（村井ら，

2019；i-digits quantum,Touch Bionics 社），電動前腕義手(Michelangelo Hand，

Ottobock 社)，電動上腕義手（Kundu and Kiguchi, 2008），電動肩義手（Troncossi et 

al., 2009）が研究，開発されてきた．それぞれ手指，手部，手首，肘，肩を欠損した

人のための電動義手であり，欠損した部位の形態や機能を代償することを目的とし

ている．電動義手はその性質上，電動モータを制御するための，制御信号を必要と

する．使用される制御信号にはいくつか種類があるが，今日よく使用される制御信

号として筋電信号が挙げられる（Parker et al., 2006；Belter et al., 2013；Farina et al., 

2014）．筋電信号とは，筋肉が伸縮する際に発せられる微弱な生体電位である．欠

損した部位の動作に対応した筋電信号を制御に用いることで，欠損した部位を動作

肩義手(肩関節を失った人用) 

上腕義手(肘関節を失った人用) 

手部義手(掌を失った人用) 

前腕義手(手関節を失った人用) 

手指義手(指を失った人用) 



10 

 

させる感覚で電動義手を制御することが可能となる．以降筋電信号を制御信号とす

る電動義手を筋電義手と表記する． 

電動手指・手部義手は指や掌の一部を欠損してしまった人のための電動義手であ

り，欠損した指の屈曲伸展機能や手の把持機能の再建を目的とする電動義手である．

義手の機能として最も重要なものが手指の開閉による把持機能である．把持機能に

よってヒトは様々な物を掴み，引き寄せ，運搬し，操作することができる．従って，

把持機能に直接影響する手指の再建は非常に重要といえる．しかし，ヒトの手指関

節は数が多く，欠損した手指関節全ての運動機能を再建するためには相当数のモー

タを必要とする．また，前述した通り，筋電信号などによってモータを制御する場

合，筋電信号を取得するためのセンサなども必要になるため，全ての手指関節を再

建することは非常に困難である．従って，一般的な電動手指義手は，手の開閉動作

のみを再建したものが多い（村井ら，2019）． 

電動前腕義手は，手指関節に加え手首関節を欠損した人のための電動義手であり，

手指の機能に加えて手首の形態や機能を代償する必要がある．手首の運動機能は，

手首の掌屈背屈，撓屈尺屈，回内回外の 3動作である．健側前腕長の 5から 8割以上

が残存している場合，回内回外の運動機能は多少残存しているが，健側前腕長が5割

を下回る場合は回内回外の運動機能の残存は期待できない．また，健側前腕長が3割

を下回る場合，残存する肘関節の可動域を十分に確保できないため，肘継手を別に

必要とする．手の開閉動作に加えて上記の 3 動作を電動前腕義手に組み込むことは

困難であり，一般的な電動前腕義手では，手の開閉動作のみをモータによって動作

させ，手首の回内回外などの動作は受動機構によって構築している場合が多い

(Michelangelo Hand ，Ottobock 社)． 

電動上腕義手は，手指や手首の関節に加え肘関節を欠損した人のための電動義手

であり，手指や手首関節の運動機能に加えて肘関節の形態や運動機能を代償する必

要がある．電動上腕義手は手部を電動，肘部を能動義手としたハイブリッド型とし

て構成する例も報告されている． 

電動肩義手は，手先から肩関節までの腕全体を欠損した人のための電動義手であ

り，腕全体の形態や運動機能を代償する必要がある．電動肩義手は上述した電動義

手の全ての機能を合わせ持ち，なおかつ肩の屈曲伸展，外転内転，外旋内旋の 3 動

作を再建する必要がある．また，電動肩義手の使用者は腕を全損しているため，電

動肩義手を制御するための筋電信号を腕以外の部位から取得する必要がある．加え

て制御部位が増えたことでより多くの制御信号が必要になるため，制御も複雑にな

る．そのため，電動上腕義手と同様に手部のみ電動もしくは肘のみ能動機構や受動

機構としたハイブリッド型の肩義手の構成例が報告されている（横山ら，2009；
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Troncossi et al., 2009）． 

以上より，欠損部位が体幹部の近位になるほど再建する運動機能は増加し，増加

した運動機能を制御するための制御信号も増加するため，上記の電動義手のなかで

も電動肩義手の製作が最も困難であると考えられる． 

 

2.2. 電動肩義手 

 本節では，電動義手の中でも最も再建しなければならない部位が大きい，電動肩

義手について述べる．2.2.1.項では，電動肩義手開発の歴史を述べ，2.2.2.項にて

電動肩義手に要求される機能を述べる．2.2.3.項で電動肩義手の先行研究を示し，

2.2.4.項で電動肩義手の課題を述べる． 

 

2.2.1. 電動肩義手の歴史 

 本項では，電動肩義手の歴史について簡単に述べる． 

 世界で初めて外力を動力とする義手が発表されたのは，1877 年の Dalisch の上腕義

手であった．Dalischの動力義手は，動力として空気圧を使用していた． 1919年に電

流を動力源とした義手が Schlesinger によって開発された（武智秀夫, 1988）．これ

が後の電動義手の先駆けとなる研究であった．第二次世界大戦後，小型（モータが

開発されたことにより電動義手の研究は進み，1949 年に Heinz Laumer と Herald 

Danklefsen によって小型モータで駆動する電動義手が開発された．電気以外を動力源

とする義手の研究も進み，1952 年に Hafner によって圧縮炭酸ガスの圧力で動作する

ガス圧義手が開発された（武智秀夫, 1988）．その後，サリドマイド薬禍障害児の

発生を契機に動力義手の研究は発展していった．1962 年にソ連でモータを駆動源と

し，筋電位によって制御する前腕筋電義手が実用化された． 

日本国内では，サリドマイド薬禍（1950 年代後半～1960 年代初頭）によって四肢

短縮などの障害をもって生まれたサリドマイド薬禍障害児のために，当時の厚生省

（現厚生労働省）によって厚生省動力義手実用化特別研究班が発足され，電動義手

の研究が開始された．このプロジェクトが日本で最初に取り組まれた，福祉用具の

開発事業であるといわれている（大塚，2015）．その後，各地の大学などでも研究

が進められ，多くの電動義手や制御方法が開発された．その 1 つが東京大学の山口
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らによって開発された日本最初期の電動肩義手である Tokyo Hand である（大塚，

2015）．東京大学の研究班（山口・船久保ほか）の電動肩義手は，肘継ぎ手と前腕

の回内・外およびターミナルデバイス（手部）の開閉の３自由度が電動化され，肩

継ぎ手も他動的に動かすことができた．制御方法は，残存指でジョイスティックを

動かすことで，各継ぎ手の個別動作のみでなく，複合動作も実行可能であった．し

かし，装着する児童にとって義手の重量が過大であったため，結局電動肩義手は長

期には使用されなかった（大塚，2015）． 

 

2.2.2. 電動肩義手に要求される機能 

本項では，電動肩義手に求められる要求機能を以下にまとめる． 

 

・重量 

 電動肩義手に限らず，義手全般はその性質上，使用者の身体に装着した状態での

使用が一般的である．片側前腕切断者を対象としたアンケートでも，回答者の約半

数が電動義手のことを「重そう」だと考えており，電動義手の改善点として約 3 割

が重量軽減を希望している（岡本ら，2001）．また，田中らによる研究によって，

義手の重量が過度に大きいと使用者の負担とになってしまい，使用頻度の低下もし

くは使用の中止に繋がる恐れが挙げられている（田中ら，2017）．従って，電動肩

義手の重量は使用者の負担とならないよう，ヒトの腕の重量と同等もしくはそれ以

下に抑えることが求められる．バイオメカニクス研究によれば，上腕，前腕，手を

含んだ片腕全体の重量は，平均的に体重の 5[%]であるといわれている[Winter, 

2004]．従って，体重60 [kgw]の成人を想定すると，片腕の重量は約3[kgw]である．

従って，電動肩義手の重量は片側 3 [kgw]以下が望ましい． 

 

・サイズ 

 電動肩義手に限らず，義手全般は欠損した身体部位の機能を再建する目的で使用

される．従って，義手のサイズは欠損した身体部位のサイズと同程度であることが

求められ，理想的には使用者の体形に合わせたオーダーメイドが望ましい．本研究

では，著者である青年男性 1名の腕のサイズ（上腕囲 32 [cm]，上肢長 79.5 [cm]）

を基準とした．AIST 人体寸法データベース 1991-92 によると，日本の青年男性の上

腕囲の平均は約 28 [cm]で，最大値は約 35 [cm]である．また，日本の青年男性の上
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肢長の平均は約 74 [cm]で，最大値は約 82 [cm]である．従って，基準とした著者の

腕のサイズは，日本の青年男性の腕のサイズの標本平均を上回るものの，標本には

含まれる． 

 

・自由度 

 ロボティクスにおいて，駆動する関節の数を関節自由度と定義する．理想的には，

電動肩義手は腕全体の関節自由度を再建できることが望ましい．一方でヒトの腕は，

肩および手首の関節が，３自由度を持ち，肘が屈曲伸展の１自由度を持つとされる．

ヒトの手先は，モデル化の仕方により自由度が変わるが，例えば５指だけで 23 自由

度を持つモデル（ロボットハンド）もある（Deshpande et al., 2013）．すなわち手先

まで含めると，片腕 30 自由度を持ち得る．従って，すべての関節自由度を再現する

場合には，アクチュエータの数が増え，前述した重量が増加してしまう．腕運動を

再建する自由度を保持しながらも，重量を軽くしなければならないトレードオフの

問題を考慮する必要がある． 

 

・制御手法 

電動肩義手は動力としてモータを用いるため，モータを制御するための制御信号

を必要とする．本研究では，電動肩義手の制御信号として，今日よく使用される筋

電信号を制御信号として用いる． 

筋電を制御入力とした電動義手，すなわち筋電義手の制御法としては，筋電信号

の振幅（Dorcas and Scott, 1966）や変化率（Childress, 1969）に応じて手先を開閉させ

る手法が古くから提案されてきた．このような手法は，入力値に対する義手の動作

が，閾値によって決定される場合は閾値制御，入力値が連続値として動作に反映さ

れる場合は比例制御と呼ばれてきた．このような方法は，安定して筋電義手を制御

することができるが，制御できる自由度が少ないという問題があり（Hudgins et al., 

1993；Zecca et al., 2002），制御しなければならない自由度の多い電動肩義手には適

していないと考えられる． 

近年，電動義手へ利用するために，パターン認識（Oskoei and Hu, 2007；Scheme 

and Englehart, 2011）や回帰（Hahne et al., 2014；Jiang et al., 2014）の手法を用いた学

習制御法が精力的に開発されている．学習制御法は，少ない筋電センサの情報源か

ら多くの動作パターンを出力することができ，使用者への負担が小さい（ Kato et al., 

2006）．従って，同手法を筋電肩義手へ適用することが適切であると考えられる．
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しかしながら，筋電肩義手の使用者は腕全体を欠損しているため，筋電信号を腕以

外から取得する必要がある．また，どのような学習制御法を使うにしろ，安定した

制御には安定した筋電計測が必要であることが数多く報告されている（Biddiss and 

Chau, 2007；Jiang et al., 2012；Atzori and Müller, 2015）．従って，筋電を安定して計

測するための腕以外の身体部位の選定，筋電センサの開発，直感的に筋電肩義手を

制御するための学習制御法の適用が求められる． 

 

・筋電センサ 

 電動肩義手の制御入力として，筋電信号を取得するためには筋電センサが必要と

なる．筋電センサには侵襲型および非侵襲型があり，それぞれに長所と短所がある．

侵襲型の筋電センサは，筋肉もしくは皮下組織に電極を埋め込み，筋電信号を直接

計測することができる（Weir et al., 2009；大西，2010；Lewis et al., 2013；Hahne et al., 

2016）．単一の筋の筋電信号を正確に計測できる利点があるが，体内に電極を埋め

込む必要があるため，使用者の負担が大きいことや長期使用時の安全性などに問題

があり，電動肩義手などの長期間毎日使用するシステムには向いていない．一方で，

非侵襲型の筋電センサは，皮膚表面に電極を配置し，皮膚表面に伝播してきた筋電

信号を計測する．非侵襲型の筋電センサは侵襲型の筋電センサと比べて，皮膚と筋

肉の間に皮下組織や脂肪が介在するため，単一の筋肉からの筋電信号を正確に取得

することが困難であるが，安全であり使用者への負担が小さいため，長期間毎日の

計測にも適している． 

 一般的に，非侵襲型の筋電センサにおいては，皮膚と接触する電極は湿式電極と

乾式電極の２つに大別される．湿式電極は，銀/塩化銀（Ag/AgCl）の導電性ジェル

が塗布された電極であり，乾式電極に比べて安定して筋電信号を計測することがで

きる（Stegeman and Hermens, 2007；Searle and Kirkup, 2000）．しかしながら，湿式電

極はジェルの乾燥のにより，使い捨てで使用する必要があるため，実験室実験での

使用には適しているが，毎日の使用には負担がかかる．そこで多くの筋電義手シス

テムでは，筋電センサとして乾式電極が用いられている．乾式電極は表面に金属が

露出しており，金属が肌と接触する（Searle and Kirkup, 2000；Chi et al., 2010）．使用

者に金属アレルギーがある場合や，長期間使用すると肌に跡が残ることなど，セン

サの硬さに起因した問題がいくつか残っている．そこで，研究者は柔らかい筋電セ

ンサを多く開発してきた（Leferriere et al., 2011；Takamatsu et al., 2015；Posada-

Quintero et al., 2016；Pani et al., 2016；Jiang et al., 2017a；Jiang et al., 2017b）．これら

の筋電センサは，皮膚と接触する部分が柔軟であるため，装着の負担が非常に小さ

い利点がある．しかしながら，筋電義手システムの一部として筋電センサを用いる
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場合，体動や環境との接触による外乱が筋電センサに加わり，筋電計測が不安定化

する問題がある．このような外乱による筋電計測の不安定化は，パターン認識制御

の性能を低下させてしまう（Hargrove et al., 2006；Young et al., 2011；Young et al., 

2012）．従って，電動肩義手に適した筋電センサは，乾式電極を備えた非侵襲型の

筋電センサで，汗や乾燥による皮膚状態の変化および体動ノイズに対してロバスト

であることが求められる． 

 

2.2.3. 電動肩義手の先行研究 

先行研究として開発されてきた電動肩義手および関連するロボットアームの主な

スペックを表 2-1 にまとめる．先行研究として電動肩義手だけでなく，ロボットア

ームを考慮する理由として，電動肩義手用アームとロボットアームの境界がとても

曖昧であることが挙げられる．もちろん，工場で車の組み立てや塗装などを行う大

型の産業用ロボットアームを電動肩義手用アームとして使用することは不可能であ

る．しかしながら，十分に小型軽量なロボットアームであれば，電動肩義手用アー

ムとして使用可能と考えられる．例として姜らによって開発された，ヒューマノイ

ド・ロボットアームが挙げられる（図 2-2，姜ら，2020；Li et al., 2020）．姜らによ

って開発された，ヒューマノイド・ロボットアームは腕７自由度，手先１自由度の

計 8自由度を有し，片腕の重量約 2.2 [kgw]で，サイズもヒトの腕と大差ない．従っ

て，ロボットアームでも電動肩義手用アームとして使用できる可能性を考慮し先行

研究としてそのスペックを比較する． 
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図 2-2 ヒューマノイド・ロボットアーム 

表 2-1 電動肩義手とロボットアーム 

 
種別 自由度 

重量 

[kgw] 

可搬重量 

[kgf] 
制御手法 

Luke arm 電動肩義手 10 4.7 5 

EMG(TMR) 

圧力センサ 

加速度センサ 

…etc 

Low-cost 

7Dof 

Prosthetic 

電動肩義手 7 1.7 0.5 - 

UR3 
ロボットアーム

（産業用） 
6 11 3 - 

Single-arm 

Yumi 

ロボットアーム

（産業用） 
7 9.5 0.5 - 

KINOVA 

Gen3 Lite 

ロボットアーム

（サービス用） 
6 5.4 1 - 

Udero 
ロボットアーム

（サービス用） 
7 4.5 1 - 
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電動肩義手の先行研究として，世界的に成果をあげてきたのが Luke arm である

（Johannes et al., 2011）．Luke armはアメリカの DARPA（Defense Advanced Research 

Projects Agency）によって開発された，傷病軍人用の電動肩義手である．2014 年には

アメリカで保険適用もされており，現在世界で最も高性能で信頼された電動肩義手

だと考えられる．しかし，傷病軍人用であるためか，重量は片腕 4.7 [kgw]と重く，

長時間の装着には相当の体力と筋力が必要と考えられる．  

Leal-Naranjo らによって，3D プリンタを使用した軽量な電動肩義手が開発された

（Leal-Naranjo et al., 2018）．重量が片腕約 1.7 [kgw]と非常に軽量であるが，その分

把持可能な重量が，500 [gw]と小さい． 

ロボットアームはその用途別に産業用ロボットとサービスロボットに大別できる．

産業用ロボットは工場などで人の代わりに物品の搬送や製品の組み立てを行うロボ

ットであり，JIS において「産業オートメーション用途に用いるため，位置が固定又

は移動し， 3 軸以上がプログラム可能で，自動制御され，再プログラム可能な多用

途マニピュレータ」と定義されている（芳司ら，2012）．サービスロボットは，生

活支援など産業自動化の用途に用いられないものを指す．従ってサービスロボット

に分類されるロボットアームが，その用途として電動肩義手用アームに近いと考え

られる．しかし，産業用ロボットにも比較的小型軽量なロボットアームが存在する

ため，ここでは比較として産業用とサービスロボットアームをそれぞれいくつか示

す．また，ロボットアームは機構的にもいくつか分類わけすることができ，垂直多

関節型や水平多関節型，パラレルリンク型などがある．電動肩義手用アームとして

適しているのは，ヒトの腕の構造と近いとされる，垂直多関節型のロボットアーム

である．よってここでは垂直多関節型のロボットアームについていくつか説明する． 

小型軽量な産業用ロボットアームとしては，UR3（UNIVERSAL ROBOTS 社）や

Single-arm Yumi（ABB 社）が開発されてきた．両ロボットアームともヒトと協働作

業するためのロボットアームであり，ハンド部分を含めない自由度は6から7自由度

と，ヒトの腕と同程度となっている．産業用ロボットアームの中では非常に小型軽

量なタイプであるが，それでも重量は 10 [kgw]前後あり，可搬重量も 3 [kgw]程度と

ヒトの腕と比べると強いとはいえない． 

サービス用ロボットアームとしては，KINOVA Gen3 Lite（KINOVA 社）や Udero

（テクノツール社）が開発されてきた．KINOVA Gen3 Lite は教育・研究用のロボッ

トアームであり，Udero は日常生活支援用のロボットアームである．両ロボットアー

ムは肩義手用に開発されてきたわけではないが，産業用ロボットアームと比べると

肩義手に近いといえる．特にUderoは，身体の不自由なヒトの補助を目的としたロボ
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ットアームであり，身体障害者の自立支援という意味で，肩義手との親和性は高い

といえる．しかしながら，重量は 5 [kgw]程度と健常腕より重く，可搬重量は 1 

[kgw]であり，ヒトの腕と比べると弱い． 

 これらのロボットアームは肩義手のように使用者が常時身に着けるウェアラブル

な使用を考慮した設計をしていない．従って単純な重量や出力だけで電動肩義手と

優劣を比較するものではない．しかし、当然ながらそうしたロボットアームを肩義

手用アームとしてそのまま流用することが困難であることがわかる 

 

2.2.4. 電動肩義手の課題 

前述した先行研究の課題として，まず重量の問題が挙げられる．産業用・サービ

ス用ロボットアームはもとより，DARPAによって開発された Luke armは多くの自由

度を有しているが，戦争により義手を必要とする傷病軍人のためというコンセプト

のせいか，総重量が 4.7 [kgw]と非常に重い．2.2.2 項でも述べたように，身体に装

着するロボットアームは，健常な腕の重量と同等あるいは軽量である必要がある．

体重が60 [kgw]の成人男性の場合，片腕の重量は約3.0 [kgw]である（Winter, 2004）．

従って，健常腕を超える重さのロボットアームを身体に装着することは，装着者へ

非常に大きな負担を強いると推察される．また一般的に，軽量のロボットアームの

場合は，出力が小さく軽いモータを使うため，発揮力が小さくなってしまう問題も

ある． 

Luke armの制御方法は，筋電情報を使った方法や，加速度情報を使った方法，物理

スイッチを使った方法などいくつか存在する．それらの中でも，TMR（Targeted 

muscle reinnervation）手術（Kuiken et al., 2009；Souza et al., 2014；Kuiken et al., 2017；

Dumanian et al., 2019）を伴った，表面筋電位による制御方法が大きな成功を収めてい

る（Kuiken et al., 2007；Zhou et al., 2007；Huang et al., 2008；Simon et al., 2011；

Hargrove et al., 2017）．  

TMR 手術とは，欠損する前の腕運動に関連する筋肉に繋がっていた運動神経を，

残存した大胸筋に移植する手術である．これにより，腕を動かす感覚で体幹部の筋

肉を動かすことができるようになる．体幹部の表面筋電位を，肩義手の制御入力に

用いることで，欠損した腕を動かす感覚で肩義手の制御が可能となる．元の腕を動

かす感覚で筋電肩義手を制御できるため，この制御方法は非常に直感的な制御方法

といえる．しかしながら，TMR 手術は外科手術であり，当然入院や術後の回復期間，

その後の長期のリハビリテーションも必要になる．Miller らの報告によれば，９ヶ月
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の安静期間と 100 時間の練習時間が必要である（Miller et al., 2008）．従って，TMR 手

術を伴った筋電制御法は，優れた手法ではあるが，使用者への負担も相応に大きい

方法といえる（Kuiken et al., 2004；Cheesborough et al., 2015）． 

別の電動肩義手の制御方法としては Johansen らによる舌を使った制御方法

（Johansen et al., 2012）や Mainardi らや Sahar らによる音声を使った制御（Mainardi 

and Davalli, 2007；Sahar et al., 2019）なども提案されている．両手法とも TMR 手術を

伴った筋電制御法と比べて簡単に使用することができ，使用者にかかる負担も少な

いと考えられる．しかしながら，両手法とも口（舌）すなわち本来腕を動かすこと

と関係のない身体部位を制御に用いるため，電動肩義手の制御中はそれらの部位の

本来の運動機能を著しく損なう可能性がある．例えば，舌で電動肩義手を制御して

いる最中に食事を行うことは不可能であるし，電動肩義手を制御しているときに会

話することも不可能である．従って，両制御手法は，電動肩義手を制御するために

他の身体部位の運動機能を犠牲にした代償動作を要求する点に課題がある．また，

腕運動と関係のない身体部位で電動肩義手を動かす制御は直感的とはいえず，使用

者が違和感なく腕を動かせるようになるためには長期のトレーニングが必要になっ

てしまう． 

以上より，Luke arm など優れた電動肩義手が過去に存在するが，重量に問題があ

る．軽量な電動肩義手の場合には出力が劣ってしまう問題もある．また，TMR 手術

を伴った大胸筋による優れた制御方法もあるが，使用者への負担が大きい．TMR 手

術を伴った筋電制御以外の制御方法は代償動作が必要であり，直感的とはいいづら

い．従って，これらの課題を解決するには，低重量でありながら高出力を発揮可能

であり，TMR 手術を伴わなくても直感的な制御を可能にする電動肩義手システムの

開発が必要である． 

 

2.3. 研究目的 

 2.1.節では，義手の歴史と種類について説明し，電動肩義手の開発された背景に

ついて述べた．2.2.節では，電動肩義手の歴史，電動肩義手に要求される機能，電

動肩義手に関する先行研究について述べた．前節までの内容を踏まえ，筋電肩義手

システムに対する要求事項を以下に列挙する． 

要求事項 

1. 筋電肩義手の片腕の重量が 3 [kgw]以下 
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2. 筋電肩義手の上腕囲が 32 [cm]，上肢長が 79 [cm]を目標 

3. 健常腕における腕７自由度，手 20 自由度以上の中から，重量とのトレードオ

フ問題を考慮しながらも，腕運動を再建できる自由度を保有 

4. 筋電を安定して計測可能な腕以外の身体部位の選定，直感的に筋電肩義手を

制御するための学習制御法の適用 

5. 汗や乾燥による皮膚状態の変化および体動ノイズに対してロバストである乾

式電極を備えた，非侵襲型の筋電センサ 

 

 これらの要求事項を踏まえ，本研究の目的は，健常腕と同等の重量（片腕 3[kgw]

以下），サイズ（上腕囲 32[cm]，上肢長 79.5[cm]）で，腕の運動機能を再建するた

めに複数の自由度を保有した筋電肩義手の開発，および非侵襲型で皮膚状態の変化

や体動ノイズに対してロバストな筋電センサの開発，腕以外で筋電を安定して計測

可能な身体部位の選定し，直感的に筋電肩義手を制御するための学習制御法を開発

した筋電肩義手に適用することである． 

 上記の目的を達成するための課題を以下に挙げる． 

課題 

1. 複数の関節自由度を保有するには，複数のアクチュエータが必要になり，ア

クチュエータの数が増加すれば筋電肩義手の重量やサイズも増加してしまう． 

2. 複数の関節自由度を制御するためには，複数の制御信号が必要となり，制御

信号が増加すれば操作性が低下してしまう．TMR 手術による制御は上記の問

題を解決しているが，外科手術が必要なため，使用者への負担が大きい． 

 

 課題１は要求事項１，２，３，課題２は要求事項４，５に関連する課題である．

本研究では，これらの課題を解決した筋電肩義手システム，すなわち，TMR 手術や

長期の訓練なしで直感的な操作を可能とする，低重量多自由度な筋電肩義手システ

ムを開発することを研究目的とする．本研究では，上記の研究目的を達成するため，

以下の 3段階に分けて研究を行った． 

 研究の第１段階では，健常腕から関節自由度を減らした４自由度筋電肩義手シス

テムを開発した．筋電肩義手として最低限必要な関節自由度を保有しつつ，他の関

節自由度を削減することで，腕の運動機能を再建しながら必要となる制御信号を減
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らし，長期間の訓練なしで直感的な操作を可能とする制御手法を提案した． 

 研究の第２段階では，腕7自由度に手の開閉を加えた8自由度の筋電肩義手アーム

を開発した．健常腕と同数の関節自由度を保有しつつ，重量やサイズの増加を抑え

るため，全軸ワイヤ干渉駆動機構を用いた筋電肩義手アームの構築を提案した． 

 最後に，研究の第３段階では，本研究の目的である「TMR 手術や長期の訓練なし

で直感的な操作を可能とする，低重量多自由度な筋電肩義手システムを開発」を達

成するため，研究の第1段階で提案した制御手法を用いて，研究の第2段階で開発し

た筋電肩義手アームを制御した． 

 本論文では，研究の第１段階を第３章に，研究の第２段階および第３段階を４章

にそれぞれ記す． 
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第 3章 直感操作型４自由度筋電肩義手システムの開発 

 前章では，義手の歴史と分類，電動肩義手の先行研究を述べ，筋電肩義手におけ

る課題と研究目的を述べた．本章では，研究目的である，直感操作が可能な電動肩

義手システムの開発をするために， TMR 手術を必要とせず，長期間の訓練無しで使

用可能な，４自由度筋電肩義手システムの開発について述べる．本章で開発する筋

電肩義手は，アクチュエータにより駆動するロボットの身体自由度を削減すること

で，研究目的を達成することを目指す．3.1.節では４自由度筋電肩義手の開発要件

を示す．3.2.節では，開発した４自由度筋電肩義手システムのハードウェアの詳細

を，3.3 節ではソフトウェアの詳細を述べる．3.4 節では，筋電肩義手の操作に適し

た，筋電を計測する体幹部位を同定するために行った多点筋電計測実験について述

べる．3.5 節では，開発した４自由度筋電肩義手システムの性能評価実験について述

べる．最後に，3.6 節では本章のまとめを述べる． 

 

3.1. ４自由度筋電肩義手システムの開発要件 

本章では，手術を必要とせず，長期間の訓練なしに使用可能な直感操作型筋電肩

義手システムの開発を目的とする．本章で開発する直感操作型筋電肩義手の自由度

は，日常生活において最低限必要であると考えられる物品の把持・移動機能を実現

するため，肩・肘・手先（拇指・四指）にサーボモータを内蔵した，4 自由度とする

（4 自由度では矢状面上での動作しかできないが，横断面上での動作を体幹の動作に

よって補うことで物品の把持・移動が可能となる）．また，直感的な制御を行うた

め体幹部の筋電を制御信号とした個性適応制御を用いる(本研究では，喪失した本来

の腕を動作させる筋，もしくはその筋と近い役割を持つ筋の筋電情報によって対応

した肩義手の部位が動作させることを「直感的操作」と定義する)．以下開発した 4

自由度直感操作型筋電肩義手システムのメカニクスの構成要素および制御手法につ

いて説明する． 

 

3.2. ４自由度筋電肩義手システムの構成要素 

図 3-1 に，開発した４自由度筋電肩義手システムの全体像を示す．開発した筋電

肩義手システムはソケットおよび支持部，ロボットアーム，筋電センサ，コントロ

ーラ，ロボットハンドの５つの要素から成る．ロボットアームおよびロボットハン
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ド部にそれぞれ２つずつ，計４つのサーボモータを搭載しており，機械自由度は4で

ある．以下では，開発した４自由度筋電肩義手システムの構成要素について詳しく

説明する． 

 

 

図 3-1 4 自由度筋電肩義手システム構成 

3.2.1. ソケットおよび支持部 

ソケットとは，義手システムにおいて断端部を収納する装具であり，義手を使用

者の身体に固定する役割を持つ．肩義手の場合，断端部である肩口から身体の反対

側面にベルトを回して固定する形が一般的である．支持部とは，ソケットと肩継手

（ロボットアーム）を接続する部品である．ソケットはその特性上，使用者の断端

部に合致する必要があるため，専門の義肢装具士が使用者の体型や断端部の形状を

精査したうえで製作する．本研究では，両肩離断者のために義肢装具士が製作した

両肩離断者用ソケット（図 3-2 図 3-2 左）に加え，健常者による実験を行うための

健常者用ソケット（図 3-2 右）を代表被験者 1 名の肩の型を取り製作した．また，

ソケットとロボットアームをつなぐ支持部は，アルミ製のユニバーサルフレームを

加工して作成した．ソケットと支持部の重量は片側で約 350 [gw]である． 
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図 3-2 ソケット 

3.2.2. ロボットアーム 

 ４自由度筋電肩義手システムにおけるロボットアームは，ソケットとハンドを繋

ぐ部分（ヒトの腕に対応させると肩口から手首までの部分）およびその部品群を指

す．アームは肩関節と肘関節にサーボモータ（KRS-6003RHVICS，近藤科学株式会

社，日本）を一つずつ配置したダイレクトモータ駆動機構を持つ．上腕の長さ（肩

のモータ軸から肘のモータ軸までの直線距離）と前腕の長さ（肘のモータ軸から手

首までの直線距離）はともに 23 [cm]で，材料にはアルミパイプを用いた．重量は片

側約 750 [gw]である． 

 

3.2.3. 柔軟防水乾式筋電センサ 

 体幹からの筋電を安定して計測するために，柔軟防水乾式筋電センサを開発した．

図 3-3 に示す筋電センサはアンプ（AD620，Analog Devices, Inc.，アメリカ合衆国）

を利用した差動増幅回路から成り，柔軟性と防水性を備えている．センサ電極には，

カーボン粉末を 4%配合した導電性シリコーンをのせた金属布（1.5×2 [cm]）に直径

0.4 [mm]の金メッキ線をのせ，カーボン粉末を 2.6%配合した導電性シリコーンで覆

って製作したハイブリッド電極を用いた（Togo et al., 2019）．導電性シリコーンを用

いることで，肌の乾燥などによる計測ノイズを軽減できる．電極は体幹部に配置す

るため，汗による電極間の導通などの問題が考えられる．これを防止するため，筋

電センサ全体をシリコーンで覆い防水性を付与し，電極間も 3 [cm]離すよう製作し

た．アンプ基盤以外が柔軟な素材でできているため，筋電センサが柔軟性を持ち，

体幹にフィットすることで，安定に筋電を計測することが可能である． 
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図 3-3 柔軟防水乾式筋電センサ 

3.2.4. コントローラ 

 コントローラにはマイコン（SH72544R，ルネサスエレクトロニクス株式会社，日

本）を実装したマイコンボード（REK-0003，協栄産業株式会社，日本）を使用した．

コントローラでは筋電センサの出力値から特徴量を抽出し，ニューラルネットワー

クによって動作意図推定を行う．具体的な情報処理方法については後述する．動作

教示装置とコントローラは Bluetoothモジュール（Bluetooth Mate Silver WRL-12576，

SparkFun Electronics，アメリカ合衆国）を介して相互通信が行われる．動作教示装置

にはAndroidタブレット（MediaPad T1 7.0，Huawei，中華人民共和国）を使用した．

動作教示装置は筋電パターンに対応する肩義手の動作のラベル情報をコントローラ

に送る．その後の学習の処理およびサーボモータの制御は全てコントローラ上で行

う． 

 

3.2.5. ロボットハンド 

 図 3-4 に示すロボットハンドとして，我々のグループで開発した，日常生活動作

の約 85％（Cipriani et al., 2010）を達成可能な把持姿勢を実現する 2 自由度義手ハン

ドである（Jing et al., 2014；星川ら，2015；Hoshigawa et al., 2015）．義手として使用
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する際には，図 3-1 および図 3-4（右）に示すように，エラストマー製のグローブ

を被せた（矢吹ら，2016；Yabuki et al., 2019）．エラストマー製のグローブはハンド

の外観を人の手に近づけ，またその摩擦でハンドの把持性能を向上させる．重量は

ハンドが約 130 [gw]，グローブが 60 [gw]である． 

 

 

図 3-4 ロボットハンド 

 

3.3. ４自由度筋電肩義手システムの制御方法 

 本研究では，使用者の身体動作時における筋電パターンと肩義手の動作を対応付

けるために，人工ニューラルネットワーク（ANN）を制御に使用した（個性適応制

御；Kato et al., 2006）（図 3-5）．筋電肩義手システムを使用する前に，動作教示装

置を用いて，使用者の身体動作と筋電肩義手の動作をラベル付けする．コントロー

ラは，使用者の身体動作から筋電を常に取得し，高速フーリエ変換（FFT）すること

で，8 つの周波数領域の特徴ベクトルを抽出し続ける．その後，抽出した特徴量を入

力信号とした際に，動作ラベルが出力される ANN の学習が行われる（図 3-6）．人

工ニューラルネットワークとして，フィードフォワード型の３層ニューラルネット

ワークを用いた．各層のニューロン数はそれぞれ，入力層が 24（3 チャンネル×特

徴量8），中間層が32，出力層が6である．上記の制御手法はセンサ数以上の動作識
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別が可能であり，メカニクスの変更にも柔軟に対応することができる．また，振幅

値を用いた閾値制御などと比べて誤動作を低減できる利点がある．5 人の成人男性に

対して行った上記の制御システムの教示時間に関する予備実験の結果より，教示時

間の平均は 73.4 [s]と非常に短かった．従って，提案システムは装着後長期の訓練

なしで使用可能であると言える．図 3-7 に義手の動作手順のフローチャートを示す． 

本研究では，操作の簡易化ならびに安定化を図るために，操作自由度を低減した．

まず，筋電により実現する動作をアームの挙上・下垂（肩・肘の協調動作）および

ハンドの開閉の 4 動作とした．次に，操作の間に切替動作を設けた．これにより，2

つの動作への指示と1つの切替信号で4つの動作を制御できる．また，特に手の開閉

の誤動作を低減することができる．これらの要求（3 つの信号が必要）を満たすため

に，使用者の体幹に2点，頭部（頬）に1点の筋電センサをとりつけ，筋電を計測し

た．しかし，体幹部は広範囲に筋が広がっており，筋電計測に適した箇所の特定が

難しい．そこで本研究では，あらかじめ多点計測による体幹部における適正筋電計

測箇所の特定を行った． 

 

 

図 3-5 個性適応制御 
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図 3-6 筋電識別の学習フローチャート 

 

図 3-7 義手の動作手順フローチャート 
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3.4. 筋電肩義手に適した筋電計測箇所の同定実験 

一般的に筋電を計測する場合，まず計測したい筋の筋配置を解剖学的に確認し，

その後，被計測者の体格・筋量・脂肪量などを考慮し，特定の筋の筋電を計測しや

すい箇所に電極を配置する．しかし，体幹部では広範囲に同一の筋が分布している

ため，筋電を計測しやすい箇所を見つける必要がある．そこで本研究においては，

体幹部の適正な筋電計測箇所を特定するために，筋電の多点計測を行った． 

 

3.4.1. 被験者 

被験者は健常な成人男性 5 名(20 代 4 名，50 代 1 名)である．50 代男性は，実際

に肩義手を使用する両肩離断者が 50 代であるためリクルートした．本実験は電気通

信大学の倫理委員会において承認されており（管理番号 10006(4)号），被験者から

書面によりインフォームドコンセントを得たうえで実験を行った． 

 

3.4.2. 実験機器 

センサ電極は 1から 16 まで番号を振り，右肩近辺に配置した．図 3-8 に電極配置

図を示す．電極は第 5 肋骨から肩甲骨下部にかけて筋線維方向に沿ってグリッド状

に配置した．貼付位置については，身体部位別に，1から5番を胸部，6，7番を肩，

8 から 15 番を背部，16 番を脇腹と定義した．ボディーグラウンドは一括して肘また

は鎖骨より計測した．筋電センサには AD620 を利用した差動増幅回路（株式会社エ

ルフォエンジニアリング，日本）を，筋電を安定して測定するために，電極パッド

は湿式電極（バイオロード心電図電極，GE Healthcare，アメリカ合衆国）を用いた．

電極間距離は 2 [cm]に設定した．データの取得には計測用ソフトウェア C-LOGGER

および複数チャンネルに対応した I/O ユニット（AIO-163202FX-USB，株式会社コン

テック，日本），ユニットと電極を繋ぐ集積ボードを使用した．サンプリングレー

トは 2000 [Hz]とした． 
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図 3-8 電極配置図 

 

3.4.3. 実験条件 

被験者の肩近辺の筋電を計測するための動作を図 3-9 に示す．肩近辺の筋は個別

に随意的に動かすことは稀である．したがって，被験者によっては肩近辺の筋を動

かす方法が分からない場合が考えられる．そこで本研究では，図 3-9 に示す動作を

被験者に実行してもらうことで，肩近辺の筋全てから筋電を計測した．具体的には，

矢状面内で安静状態の肩（0）を中心として，前方向から 45°刻みの各方向へ反時計

回りに肩を突き出し（0-1，0-2，…，0-8），戻す動作（8 動作）と安静（1 動作）

を被験者に口頭説明と動作をして見せることで教示した．動作間隔は 2 [s]に設定し，

被験者にはメトロノームを用いて教示した．一周1セットとして計5セットの動作の

計測を行った． 
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図 3-9 筋電計測動作 

3.4.4. 解析手法 

 本研究では，多点計測により得られた筋電データから適正筋電箇所を求める手法と

して主成分分析を用いた（Jolliffe, 2002）．また，解析ソフトとしてMATLABを使用

した． 

主成分分析は多変量解析の一手法である．多数の変量からなる元データの相関を

なくし，主成分と呼ばれる変量によって元データより低次元で元データの特徴を表

現できる．サンプルサイズ 𝑁 ∈ ℕ で 𝐾 ∈ ℕ ch からなる筋電計測データ 𝑋 ∈ ℝ を標本

集合と考える（本研究において K=16）．ある ch の筋電データの平均を μ ∈ R とする

と標本集合の共分散行列 𝑅 ∈ ℝ の(i,j)要素 𝑟𝑖𝑗 は次式で表される（i,j = 1,2,･･･,K）． 
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𝑟𝑖𝑗 =
1

𝑁 − 1
∑(𝑋𝑖𝑛 − 𝜇𝑖)(𝑋𝑗𝑛 − 𝜇𝑗)

𝑁

𝑛=1

 ･･･(3.1) 

 

行列 R について，その固有値 𝜆 ∈ ℝ を満足する固有ベクトル 𝜓 ∈ ℝ が主成分とな

る． 

𝑅𝜓 = 𝜆𝜓 ･･･(3.2) 

 

本研究では，多点計測により得られた 16 次元分の筋電データを主成分分析にかけ，

16 の主成分を求めた．第𝑚 ∈ ℕ主成分の寄与率𝐶𝑚 ∈ ℝおよび第 m 主成分までの累積

寄与率𝑃𝑚 ∈ ℝは以下の式で表される． 

𝐶𝑚 =
𝜆𝑚

𝑡𝑟(𝑅)
 ･･･(3.3) 

𝑃𝑚 = ∑𝐶𝑖

𝑚

𝑖=1

=
∑ 𝜆𝑖

𝑚
𝑖=1

𝑡𝑟(𝑅)
 ･･･(3.4) 

 

本研究では，各主成分の寄与率の累積から 2 つの主成分で元の筋電データの説明が

80％以上可能か検証した．第 m 主成分における𝑘 ∈ ℕ ch の主成分負荷量 𝑓 ∈ ℝ は

次式で表される． 

𝑓𝑚𝑘＝
√𝜆𝑚𝜓𝑚

𝑟𝑘𝑘
 ･･･(3.5) 

 

主成分負荷量が最も大きい値を示す電極位置を適正筋電計測箇所𝐴 ∈ ℝとすると，第

m 主成分における適正筋電計測箇所 A は次式で表される． 

 

𝐴𝑚＝ 𝑎𝑟𝑔 𝑎𝑟𝑔𝑚𝑎𝑥
𝑘

 (𝑓𝑚𝑘)  ･･･(3.6) 

 

以上の式より，求めた 2 つの主成分に対して最も寄与している電極位置を主成分負

荷量から特定した．これにより，多点計測で得られた筋電データを主成分分析にか

けることで適正筋電計測箇所を求めた． 
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3.4.5. 解析結果 

 全被験者の平均累積寄与率のグラフを図 3-10 に，代表被験者 1名(被験者 1)の主

成分負荷量と電極貼付位置のグラフを図 3-11 に示す．また，全被験者各自の第 1，

第2主成分において最も強い影響力を持っていた電極貼付位置を表 3-1にまとめる． 

図 3-10 において，細い実線は 20 代被験者の 5 試行分の実験結果の平均累積寄与

率であり，点線は 50 代被験者の平均累積寄与率である．破線が全被験者の平均累積

寄与率であり，主成分 2 つで 80%を超えたことを確認した（平均 84％）．また，図 

3-10 が示すように，50 代被験者と全被験者平均の累積寄与率の値は近い値を示した． 

図 3-11 および図 3-8 より，第 1主成分では胸部に，第 2主成分では背部に寄与率

の高い電極が多いことがわかった．また表 3-1 より，被験者全体でも上記の傾向が

強いことがうかがえた．被験者 3，4 についても第 3 主成分で背部が適正筋電計測箇

所であった． 

 

 

図 3-10 平均累積寄与率 



35 

 

 

図 3-11 主成分負荷量 

 

表 3-1 各被験者の適正筋電計測箇所 

 第 1 主成分 第 2 主成分 

被験者 1 胸部(2) 背部(13) 

被験者 2 胸部(2) 背部(12) 

被験者 3 肩(6) 胸部(1) 

被験者 4 胸部(3) 肩(7) 

被験者 5（50 代） 胸部(4) 背部(8) 

胸部：1～5  肩：6・7  背部：8～15  脇腹：16 
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3.4.6. 考察 

図 3-10 より，20 代被験者と 50 代被験者の平均累積寄与率が近い値を示したこと

から，年齢による差は少ないと考えられる．また，全被験者の累積寄与率の平均値

が第 2 主成分までで 80%を超えたことから，2 つの主成分で体幹部の動作説明が十分

可能であると言える．図 3-11 および図 3-8 より，第 1・2主成分でそれぞれ胸部・

背部の電極の寄与率が高いことから，第 1・2 主成分ではそれぞれ胸筋・背筋の筋電

が支配的であると考えられる．また，表1の結果より，肩義手の制御は体幹部の2チ

ャンネル分の筋電で可能であり，その電極配置は胸部と背部が適していると考えら

れる． 

以上より，体幹部の胸部と背部の2チャンネル分の筋電を用いることで，肩義手の

制御は十分可能であると考えられる．また，全被験者の平均と 50 代被験者の累積寄

与率の結果が近い値を示したことから，上記の結果を 50 代の両肩離断者にも適用で

きるのではないかと考えられる． 

 

3.5. ４自由度筋電肩義手の性能評価実験 

3.5.1. 被験者 

被験者は健常な成人男性 4 名(20 代)および両肩離断者 1 名(50 代)である．本実験

は電気通信大学の倫理委員会において承認されており（管理番号 10006(4)号），被

験者から書面によりインフォームドコンセントを得たうえで実験を行った． 

 

3.5.2. 実験条件 

肩義手の動作は，肩肘が連動したアームの挙上・下垂およびハンドの握り・開き

動作である．電極は前章で特定した体幹部の適正筋電計測箇所の胸部・背部（図 

3-8 の 2,13）に加え，動作の切替に用いる頬（図 3-8 の A）を含めた 3箇所に配置し

た．被験者の動作と肩義手の動作の対応表を表 3-2 に示す．表 3-2 に示す通り，肩

義手の動作は胸部（肩の水平内転）と背部（肩の水平外転）の動作がそれぞれ 2 種

類の動作に対応する．胸筋および背筋の収縮は，それぞれ屈曲，伸展に対応してお
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り，肩義手の挙上・閉手および下垂・開手はそれぞれ関節の屈曲，伸展動作に対応

している．本研究では関節空間での対応付けを考え，肩義手の挙上・下垂動作に肩

の水平内外転を対応付けした．2種の動作の切替は頬（図 3-8 の A）に配置したセン

サにより噛み締める動作を計測して行う．これにより適正筋電計測箇所である胸部

と背部の動作で4動作を行うことができる．具体的な動作例として“アームを挙上，

後にハンドを握り，アームを下垂”する手順を図 3-12 に示す．頬の動作によって切

替を行うことで，その後の肩義手の動作はアームの下垂もしくはハンドを握る動作

に限定される．これにより把持移動動作中にハンドが開くことがなく，物を落とす

事故などを防止することが可能である．動作教示は被験者に対応表の上から順に力

を入れてもらい，実験者がタブレットを操作して行った． 

 

表 3-2 被験者動作と肩義手の動作対応パターン 

被験者動作 肩義手動作 

肩の水平内転 腕の挙上 or 〇閉手〇  

肩の水平外転 〇開手〇 or 腕の下垂 

噛みしめ 動作の切替 

 

 
 

 

 

図 3-12 4 自由度筋電肩義手の動作手順例 

 

 

 

 

挙上 切替 閉手 下垂 
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3.5.3 実験環境 

 検証実験は，一定時間内における物体の把持・移動動作を行った．図 3-13 に実験

環境および実験動作を示す．図 3-13(a)に示すよう，垂直な壁面に 40 [cm]の間隔を

空けて目標位置（的：面ファスナー，直径約 18 [cm]）を垂直に 2箇所配置した．上

部の的は被験者の胸の高さに合わせた．上部の的から左に 90 度向きを変え，壁面か

ら 40 [cm]の間隔を空けた同じ高さに的をもう 1箇所配置した．実験動作は配置した

的の間での物体（ボール，直径約 6 [cm]，10 [gw]）の把持および解放を含む垂直移

動（図 3-13(b)）と平行移動（図 3-13(c)）である．ボールの初期位置は上部の的

の中心とし，肩義手は手を開き体の真横に下した状態を初期位置とした．実験時間

は 1試行につき 1分間で，動作毎に各 5試行分，全 10回行った． 
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図 3-13 Pick&Place 実験環境 
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3.5.4. 実験結果および考察 

 全被験者の動作の成功数（ボールを掴んで的から外し，もう一方の的へボールを

着け，手を離した回数）の平均を図 3-14 に示す．図 3-14 より，全被験者が垂直移

動では試行平均 1 回以上（全被験者平均 2.08 回），平行移動では試行平均 2 回以上

（全被験者平均 3.12 回），動作を成功させることができた．  

図 3-14 より，肩義手を被験者全員が適正筋電計測箇所を用いた筋電制御で動作さ

せることができた．また，図 3-15 に示すように両肩離断者も健常者と同じ実験を行

うことができた．先行研究において，TMR 手術を用いて筋電肩義手を制御できるよ

うになるまで，９ヶ月間の安静期間と 100 時間の練習時間が必要であると報告され

ている（Miller et al., 2008）．一方我々の開発した４自由度筋電肩義手システムは，

多点計測により求めた体幹部の適正筋電計測箇所を制御に用いることで，直感的操

作が可能な使用者の動作と肩義手の動作の対応付けを学習させることができたとい

える． 

Miller らは，TMR手術を受けた被験者による 3自由度義手と6自由度義手を使用し

た垂直方向に対する物体の把持および移動実験を行った（Miller et al., 2008）．その

結果，それぞれの義手で物体 3 個の移動にかかった時間は 3 自由度義手で 79.2 ± 

14.3 [s]，6自由度義手で 58.0 ± 9.2 [s]であった．本研究で行った両肩離断者に

よる実験では，60 秒間に平均して 3 回の把持移動に成功している．以上の結果より，

本研究で開発した４自由度筋電肩義手システムは TMR 手術を用いた制御による 6 自

由度義手と同等の結果を得られたと考えられる． 
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図 3-14 Pick&Place 成功回数 

 

図 3-15 肩離断者による実験風景 
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3.6. まとめ 

本章では，手術を必要とせず，長期間の訓練なしに使用可能な体幹部の筋電を制

御に用いた筋電肩義手の開発を目的とし，ソケット，２自由度ロッボットアーム，

２自由度ロボットハンド，個性適応制御が実装されたコントローラ，柔軟防水乾式

筋電センサを組み合わせることで，4 自由度筋電肩義手システムの開発を行った．ま

た，多点計測により体幹部から筋電肩義手の制御に用いる筋電を計測するのに最も

適した箇所の特定を行った．特定した箇所の筋電を用いて筋電肩義手の動作検証実

験を行った．これらの結果，体幹部より 2 点の適正筋電計測箇所は胸部と背部であ

ることを特定し，極めて短時間の学習で筋電肩義手を操作することができた．性能

評価実験では，健常者および両肩離断者共に１分間で，垂直方向に平均 2.08 回，水

平方向に平均 3.12 回ボールの把持移動が可能であることが示された． 

以上により，本章の目的であった，手術を必要とせず，長期間の訓練なしに使用

可能な体幹部の筋電を制御に用いた筋電肩義手システムを開発することができたと

いえる．また目標であった物品の把持移動機能を実現することもできた．しかしな

がら，ロボットハードウェアの制約から，日常生活動作の達成には至っていない．

本章の結果より，柔軟防水乾式筋電センサと個性適応制御を実装したコントローラ

によって，長期間の訓練なしに筋電肩義手を操作できることができたため，ロボッ

トハードウェアを多自由度化し，置き換えることで，日常生活動作を実行できる筋

電肩義手システムが構築できると考えられる．次章では，軽量高出力化を達成でき

る干渉駆動機構を利用した，筋電肩義手のためのロボットアームを開発し，４自由

度筋電肩義手システムのハードウェア部分を置き換えることで，多自由度筋電肩義

手システムを実現する． 
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第 4 章 全軸ワイヤ干渉駆動機構を用いた８自由度筋電肩義手

システムの開発 

 前章では，ソケット，２自由度ロボットアーム，２自由度ロボットハンド，個性適

応制御が実装されたコントローラ，柔軟防水乾式筋電センサを組み合わせることで，

長期間の訓練無しで使用可能な，４自由度筋電肩義手を開発した．壁面に取り付け

たボールの把持移動動作を達成することができたが，日常生活動作の再建には至ら

なかった．そこで，本章では４自由度筋電肩義手システムのハードウェア部分を多

自由度のロボットアームに置き換えることで，多自由度筋電肩義手システムを構築

することを目指す．そのために，軽量高出力を達成可能なワイヤ干渉駆動機構を導

入する． 

 ワイヤ牽引によって干渉駆動機構を実現するワイヤ干渉駆動機構を用いて，８自

由度を持つロボットアームを開発する．ソケット，個性適応制御が実装されたコン

トローラ，柔軟防水乾式筋電センサと組み合わせることによって，８自由度筋電肩

義手システムを構築し，飲水動作および扉開け動作の日常生活動作の達成を目指す．

4.1 節では８自由度筋電肩義手の開発目的を示す．4.2 節では８自由度筋電肩義手を

開発するうえでの課題を示す．4.3 節では課題解決のためのアプローチについて詳細

を，4.4 節では機構の詳細を述べる．4.5 節では８自由度筋電肩義手の設計要件を示

す．4.6 節では８自由度筋電肩義手の設計開発および組み立てについて詳細を述べる．

4.7 節では開発した８自由度筋電肩義手の性能評価実験について述べる．最後に，

4.8 節では本章のまとめを述べる． 

 

4.1. 開発目的 

 3 章において，体幹部の表面筋電位を用いて短時間で直感的に操作することのでき

る 4 自由度筋電肩義手システムを開発した．しかし，4 自由度筋電肩義手では矢状面

上での動作しか行うことができない．ヒトの腕と同様に 3 次元空間上で自由な動作

を可能にするためには肩義手の自由度を増やす必要がある．しかし，自由度を増設

することで肩義手の重量が増加し，使用者に負担をかけることは望ましくない．そ

こで本章では，ヒトの腕と同様な 7 自由度に手の開閉動作を加えた８自由度を持ち

つつ，軽量な筋電肩義手の開発を目的とする． 
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4.2. 課題  

8 自由度の軽量な筋電肩義手を開発するうえで大きな課題となるのが，使用するモ

ータの出力と重量である．一般にモータは出力が向上するほど重量が増加する傾向

にある．図 4-1 に市販モータの出力と重量の関係を示す．図 4-1 より，モータの出

力と重量はトレードオフの関係にあるといえる．また，自由度とモータ数は基本的

に同数であるため，多自由度の肩義手には多数のモータが必要となる．従って，高

出力のモータを使用すれば，比例して肩義手の重量も増加することになる．しかし，

以下の理由により多自由度肩義手には高出力のモータを必要とする． 

 

 

図 4-1 モータの出力重量比 

 

図 4-2 に 8自由度アームの機構例を示す．図 4-2 は簡単のため 8自由度で矢状面

上でのみ動作可能な平面機構とした．この 8 自由度アームが図 4-2 に示すように水

平に伸展している状態のとき，アーム根元側のモータが必要とする出力トルクを求

める．リンクの長さは L [m]，リンクの重量は m [kg]で重心はリンクの中心にあると

する．アーム先端は把持物体を含め H [kg]とする．また，アームは各関節にモータ

を配置したダイレクトモータ駆動とし，M [kg]のモータが配置されているものとす
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る．重力加速度を𝑔[m/s²]とする．以上より，アーム根元側のモータに求められる出

力トルクは次式のようになる． 

 

𝜏 = 2𝐻𝑔𝐿 + 𝑀𝑔𝐿 + 2𝑚𝑔𝐿 ･･･(4.1) 

 

式（4.1）より，図 4-2 に示す 8自由度アームでは，アーム根元側に配置されたモ

ータが手先側に配置されたモータやリンクの重量受け持つ必要がある．従ってアー

ム根元側に配置するモータは高出力を必要とし，モータの出力重量の関係上モータ

の重量が増加することでアーム全体の重量も増加することとなる．また，多自由度

になるほどモータ数やリンクが増加するため，アームの根元側に配置されるモータ

に必要となるトルクは増加し，アーム全体の重量も増加することになる．よって，

軽量多自由度な肩義手を開発するにはモータの出力と重量のトレードオフの関係を

解決する必要がある． 

 

 

図 4-2 8 自由度アームの機構例 

4.3. アプローチ 

 前述した課題，すなわち重量出力のトレードオフ問題の解決策として，アクチュ

エータの軽量化，材料の軽量化，出力分配機構の工夫による機構の軽量高出力化が

これま研究されてきた． 

 アクチュエータの軽量化研究として，遠山らは軽量高出力な超音波モータの開発

を行った．しかし，遠山らが開発した超音波モータは軽量で高い出力を発揮できる

ものの，出力の上限値は低く，その上限値以上の負荷がかかる恐れがある肩義手へ

の使用には適さないと考えられる．  



48 

 

 材料の軽量化研究として，Leal-Nanjo らは，3D プリントを使った作成した樹脂素

材を用いることで，軽量な電動肩義手を開発した（Leal-Naranjo et al., 2018）．開発

した電動肩義手は，重量が 1.7 [kgw]と，健常な人腕よりも軽量であるものの，把持

可能な重量が 500 [gw]と非常に小さく，肩義手による重量物の把持が困難である． 

 出力分配機構の研究としては，広瀬らが複数のアクチュエータ出力を一つの関節

で干渉させることで，直駆動よりも高出力を達成可能とする干渉機構を提案した

（広瀬ら，1989）．また，駆動方法を直駆動からワイヤ牽引へと発展させた，ワイ

ヤ干渉駆動機構も提案されている（広瀬ら，1990；Hirose and Ma, 1991；Ma et al., 

1993）．ワイヤ干渉駆動機構は，出力が関節内で干渉することで高出力を達成可能

な機構である．また，目標出力に対して直駆動よりも小さなモータを使うことがで

きるので，機構の軽量化も達成可能である．ワイヤ干渉駆動機構は，図 4-3 に示す

ように複数のアクチュエータ出力を相互に干渉させることで，関節を共同駆動する

機構である．前節において示した通り，アーム根元側の関節ほど高い出力が必要に

なるため，根元側の関節のみ 2 つのモータがワイヤとプーリーを介して共同駆動さ

せる機構となっている．また，ワイヤ駆動の利点としてモータを駆動部から離して

配置できるためアームの駆動に関してはモータの重量を気にする必要がない．これ

により，図 4-2 のようにアームの根元側のモータにだけ高い負荷がかかることなく，

負荷を全体のモータに分散させることで各モータの出力を抑え，機構全体の軽量化

も図ることができる．  

 

 

図 4-3 ワイヤ干渉駆動機構 

 

ここで，簡単化のため関節のモーメントアームは 1 とした．広瀬らの考案したワイ

ヤ干渉駆動機構の特徴としては，基部で大きなトルクを発生させるため，干渉行列

が三角行列の形となる．基部でのトルクが大きくなるため，非常に長いロボットア

ームに対して有効であり，最大 10[m]のロボットアームをはじめ，いくつかのロボッ
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トアームに適用されてきた（横井ら，1993；Horigome et al., 2014；Horigome et al., 

2016；堀米ら，2017；遠藤ら，2019）．しかしながら，図 4-3 を見てもわかる通り，

アームの手先側の関節は 1 つのモータの出力のみで動作しており，手先で高い出力

を出そうと考えれば，高出力なモータを使用しなくてはならない．電動肩義手への

適用を考えると，手先での作業や重量物の把持が想定されるため，高い出力が必要

と考えられる． 

 姜らの開発したヒューマノイド・ロボットアームは，ワイヤ干渉駆動機構をロボ

ットアームの，肩，肘，手首のそれぞれのモジュールに適用することで，軽量高出

力化とメンテナンス性の向上を達成した（姜ら，2020；Li et al., 2020）．しかしなが

ら，手先は直駆動のグリッパであり，高い把持力を達成するには，重いモータを手

先に搭載する必要がある． 

 そこで本研究では，広瀬らによるワイヤ干渉駆動機構を参考に，軽量多自由度な

電動肩義手を開発するための機構として，全てのアクチュエータ出力が全ての関節

に干渉する，全軸ワイヤ干渉駆動機構を提案する． 

 

 

 

4.4. 全軸ワイヤ干渉駆動機構 

 前節で説明した広瀬らによるワイヤ干渉駆動機構は，根元側の関節でしか出力が多

く干渉せず，手先側の出力を向上させるためにはモータの高出力化が必要であった。

そこで本研究では，根元側だけで干渉させていたワイヤ張力を全ての関節で干渉さ

せる全軸ワイヤ干渉駆動機構を提案する．全軸ワイヤ干渉駆動機構の簡易図を図 

4-4 に示す． 

全軸ワイヤ干渉駆動機構は全てのワイヤ張力を全ての関節において相互に干渉さ

せることで共同駆動させる機構である．そのため，どの関節においても全てのモー

タの出力を合算することができ，結果として個々のモータの出力を低減し，低重量

のモータを使用することができる．また，ギア比やプーリー比，動滑車を使った倍

力機構などと異なり，ワイヤの牽引スピードを落とすことなく，関節トルクを増大

させることができる点にもメリットがある．さらに，単一のアクチュエータ出力が

全ての関節に作用するため，いずれかのアクチュエータあるいは張力伝達機構が故

障した場合においても，関節が全く動かないということがなくなるため，故障に対

するロバスト性も有する．一方で，全軸ワイヤ干渉駆動機構のデメリットとしては，
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全てのワイヤを各モータから機構全体（根元から手先まで）に張り巡らせる必要が

あるため，機構が複雑になることが挙げられる．また，張力を伝達させるワイヤ自

体が長くなるため，ワイヤの伸びの影響を受けやすくなる．  

 

 

図 4-4 全軸ワイヤ干渉駆動機構 

 

4.4.1. 最適干渉行列の設計法 

ワイヤ干渉駆動機構は，ワイヤとプーリーによってアクチュエータ出力を各関節

に分配する機構である．従って，干渉駆動機構，特に全軸ワイヤ干渉駆動機構を設

計するには，アクチュエータ出力と関節トルクの間の変換関係，すなわち干渉行列

を適切に設計する必要がある．以下では，全軸ワイヤ干渉駆動機構を構築するため

の，最適干渉行列の設計法（東郷ら，2019）について示す． 

 𝑛 ∈  ℕ 個の関節と𝑚 ∈  ℕ 個のアクチュエータから成る干渉機構系を考慮する．

このとき，𝑗 ∈  ℕ 番目のアクチュエータにより生じる張力𝑇𝑗 ∈  ℝを，プーリを使っ

て各関節に分配することで，𝑖 ∈  ℕ 番目の関節にモーメントアーム（プーリの半径）

𝑟𝑖𝑗  ∈ ℝが作用し，トルク𝜏𝑖𝑗  ∈  ℝを生成する．本研究では，問題を簡単化した上で全

軸ワイヤ干渉駆動機構系を設計するために，下記の条件を導入する． 

 

・条件１：j 番目のアクチュエータにより生成される一定の張力±Tj を各関節に分配

する． 

・条件２：全てのアクチュエータは同一の出力を生成する（𝑇𝑗 = 𝑇𝑘，𝑗 ≠ 𝑘）． 

・条件３：i 番目の関節内でのモーメントアームはプーリの半径 riで一定とする． 
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・条件４：関節の数とアクチュエータの数は等価であるとする(m = n)． 

・条件５：１つのアクチュエータ出力が全ての関節 j に分配される． 

・条件６：すべての関節をそれぞれ独立に駆動させることができる． 

 

条件１は，図 4-5 に示すように，１つのアクチュエータから反対方向に２本のワイ

ヤを伸ばすことで，達成できる．これは，条件４を達成するためにも必要な条件で

ある．条件２および３に関しては，本研究では比較的安価で制御が簡易な同一のサ

ーボモータを適用できるようにするために設けた．トルク制御が可能な高性能のア

クチュエータを考慮する場合にはこれらの条件は緩和されうる．また条件３に関し

て，関節内においては同一の半径のプーリーを用いなければならないが，関節間で

は異なる半径のプーリーを用いても良い．条件４に関して，アクチュエータ数が関

節数よりも多い場合は冗長駆動機構，少ない場合は劣駆動機構を構成するが，本研

究では考慮しない． 条件５および６がまさに，全軸干渉駆動機構の要求そのものを

示している．劣駆動機構を考慮する場合には条件６が緩和される． 

 
図 4-5 ワイヤとプーリおよび発生する回転方向の関係 

 

 条件１，３，４より，n 軸干渉駆動機構において，各関節に作用するワイヤ張力

𝑻 ∈  𝑅𝑛および各関節で発生する関節トルク𝝉 ∈  𝑅𝑛の関係は以下の式のようになる． 

τ = diag(r1, r2, … , rn)HT  …（4.2） 

 

ここで，𝑯 ∈  ℤ𝑛×𝑛を干渉行列とする．条件１，４，５より干渉行列 H は，要素が１

または–1 のいずれかである n 次正方行列である．ここで，同一のワイヤ張力に対し

て，各関節を駆動する関節プーリーに対するワイヤの巻方向を変えることで，発生

する関節トルクの正負方向を変えることができる．すなわち，干渉行列 H の要素 1

および–1 はワイヤの巻方向に依存して変化する，ワイヤ張力により発生する関節ト

ルクの方向を示す．なお，条件５が緩和される場合には，干渉行列 H の要素に 0 が
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入りうる．また，干渉行列 H の i 行目の横ベクトルは，関節 i において，ワイヤ張力

が干渉する方向を示している． 

 また，条件１および２より， 

T = UT  …（4.3） 

 

とおくことができる．ここで，𝑈 ∈  𝑍𝑛 を張力方向ベクトルとする．張力方向ベクト

ル U は，要素が 1または–1のいずれかの n 次元縦ベクトルである． 

以下では，これらの条件下において，最適な干渉行列𝐻∗  ∈  𝐻を求める．ここで，

最適干渉行列𝐻∗とは，全ての関節において，干渉の結果最大の関節トルクを発揮可

能な干渉行列である．条件１，２，４，５および，簡単化のため全ての関節プーリ

ーの半径およびワイヤ張力を 1 とすると，各関節において干渉の結果生じさせるこ

とのできる最大の関節トルクは，±n である．従って，式 4.2，式 4.3，条件６より，

𝐻𝑖
∗ と U の内積が±n，それ以外の k 行（k ≠ i）との内積が 0 のとき，𝐻𝑈

∗の第 i 行に

て，最大の関節トルク±n，その他の行で 0が生成される．定義より，𝐻∗および U の

要素はどちらも1か–1である．従って，𝐻𝑖
∗ベクトルとUベクトルが平行かつ𝐻𝑘

∗（𝑘 ≠

𝑖）と Uが直交する必要がある．Uベクトルは𝐻𝑖
∗と平行であるので，𝐻𝑘

∗が Uと直交す

ることは，𝐻𝑘
∗が𝐻𝑖

∗と直交することと等価である．条件６より，全関節においてこの

最大トルクを発揮可能とするには，i が 1 から n のすべての場合において，上記の性

質を満たす必要がある． 

以上をまとめると，最適干渉行列 H*が満たすべき条件は，要素が 1 か–1 のいずれ

かであり，かつ各行がお互いに直交する正方行列である．このような行列はアダマ

ール行列（Hadamard matrix）として知られている．従って，最適干渉行列𝐻∗はアダ

マール行列と等価である． 

ここで，アダマール行列を定義可能な次数は，𝑛ℎ = {1, 2, 4, 8,…(4 の倍数)} ∈ 

ℕである．従って，最適干渉行列 H*を設計できるのは，関節およびアクチュエータ

の数が𝑛ℎのときのみである．ちなみに，全ての 4 の倍数の次数に対してアダマール

行列が存在するかどうかは，アダマール予想と呼ばれる，数学における未解決問題

である．また，𝑛 =  2𝑘(𝑘 ∈  ℕ)の場合は，シルベスターの生成法（Sylvester, 1867）

から，下記のようにアダマール行列を生成可能である． 
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𝐻1 = [1]        

𝐻2 = [
1 1
1 −1

]        

𝐻4 = [

1 1 1 1
1 −1 1 −1
1 1 −1 −1
1 −1 −1 1

] 

𝐻2𝑘 = [
𝐻2𝑘−1 𝐻2𝑘−1

𝐻2𝑘−1 −𝐻2𝑘−1
]   

…（4.4） 

 

なお，数学的には，k を無限大にすることで，n が無限大になるため，無限大個のア

クチュエータを用いれば，無限大自由度の各関節で無限大の関節トルクを生成可能

である． 

 以上より，最適干渉行列𝐻∗がアダマール行列と等価であり，関節およびアクチュ

エータの数が𝑛 + 2𝑘の場合，シルベスターの生成法によって，最適干渉行列𝐻∗を設

計できることがわかった． 

 

4.4.2. 全軸ワイヤ干渉駆動機構の制御法 

ここでは，全軸ワイヤ干渉駆動機構の制御手法について述べる．全軸ワイヤ干渉

駆動機構において，アクチュエータと関節トルクの関係は，以下の式で表される． 

τ = RH*T …（4.5） 

 

ここで，R= diag(r1, r2, … , rn)であり，𝐻∗が最適干渉行列である．全軸ワイヤ干渉駆動

機構では，ワイヤ張力，すなわちアクチュエータ出力は，変換行列𝑅𝐻∗によって関

節トルク τ に変換される．従って，所望の関節トルクを生成するには，𝑅𝐻∗の逆行

列を求める必要がある．R と𝐻∗の逆行列は以下のように簡単に求めることができる．

Rは要素が非ゼロの対角行列であり，R-1= diag(1/r1, 1/r2, … , 1/rn)である．また，最適

干渉行列𝐻∗は，アダマール行列の性質により，H*H*T = nI（I は単位行列）である．

従って，H*-1=(1/n)H*Tである．以上により，簡単に目標関節トルクから，目標ワイヤ

張力を計算することができる． 

なお，トルク制御ではなく位置制御のモーターをアクチュエータとして用いる場

合は，ワイヤ張力 T，関節プーリー半径 R，関節トルク τ をそれぞれ，ワイヤ牽引量
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xl，関節プーリ半径の逆数𝑅−1，関節角度 θ に置き換えることで，上記の理論をその

まま適用できる．すなわち，動力学を考慮すると，全軸ワイヤ干渉駆動機構は n個の

アクチュエータを用いた場合に，各関節で単一のアクチュエータで生成できる関節

トルクの n倍の関節トルクを発揮可能である．一方，静力学を考慮すると，全軸ワイ

ヤ干渉駆動機構は，単一のアクチュエータで牽引した場合の関節角度の n倍，関節角

度が曲がる．すなわち，目標の単一の関節角量に対して，単一のアクチュエータを

使った場合の 1/n のワイヤ巻取り量で達成可能となる．  

 

4.5. 筋電肩義手へ応用する多自由度アームの設計要件 

 本節では，筋電肩義手に応用するための多自由度アームの設計要件について述べる．

開発する多自由度アームの自由度は，肩 3 自由度，肘 1 自由度，手首 3 自由度，手 1

自由度の合計8自由度とする．これはヒトの腕と同じ 7自由度に手の握り開きの1自

由度を加えた数であり，これにより 3 次元空間上での自由な物体の把持および移動

が可能になる．従って，本研究では全軸ワイヤ干渉駆動機構の一例として，8 軸ワイ

ヤ干渉駆動機構アームを開発する． 

8軸ワイヤ干渉駆動機構アームの重量は，成人男性の片腕の重量である3［kgw］以

下を目標とする．可動域は肩を中心として肩義手の全長を半径とした球体，その前

方の半球の肩義手が収まる部分とした．また，健常なヒトの関節の動きに近づける

ため，肩および手首部分の自由度を同一軸上に配置した．出力は手先に 5[kgw]の荷

重がかかった状態で肘の屈曲が可能であるものとする．筋電肩義手としての使用す

るため，8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームのモータやコントローラなどが，筋電肩義手

システムの機構やソケットなどと一体化して，ウェアラブルなシステムとして完成

させる． 

本研究では，第一にワイヤ牽引用のモータを台座に固定した，８軸ワイヤ干渉駆

動機構アームを作成し，ワイヤ干渉駆動機構アームとしての性能評価を行う．第二

に，ワイヤ牽引用のモータを，アーム本体の肩基部に集約させ，ソケット，個性適

応制御が実装されたコントローラ，防水柔軟乾式筋電センサと組み合わせることに

よって，８自由度筋電肩義手システムの構築を行い，日常生活動作の評価実験を行

う． 

 

 



55 

 

4.5.1. ワイヤ経路の設計要件 

 ８軸ワイヤ干渉駆動機構では，各モータが牽引する全１６本のワイヤを肩から手

先まで機構内を張り巡らせる必要がある．目標とする８軸ワイヤ干渉駆動機構，す

なわち干渉行列の数学表現を機構表現するために，ワイヤ経路を設計する必要があ

る． 4.4 節で示したように各関節は，同一半径の関節プーリーにかかるワイヤ張力

を関節トルクへ変換することで駆動する．特定のモータが牽引するワイヤを，各関

節プーリーにおいてどちらの方向にルーティングするべきか，すなわち正負どちら

の関節トルクを発生させるべきかは，干渉行列（式 4.4）を参照することで設計でき

る．残る問題は，各関節を駆動するプーリー（関節プーリー）間のワイヤ経路をど

のように設計するかである．２つの関節プーリー同士の相対位置によっては，直接

ワイヤを張ることができないため，ワイヤの方向転換のためにプーリー（方向転換

プーリー）を適切に配置しなければならない．適切な方向転換プーリーの設計なし

では，摩擦によるエネルギー損失の発生や，駆動中にワイヤがプーリーから外れる

などの問題が起こる．以下では，方向転換プーリーの配置問題に対して，集合論に

よる解法を示す． 

 

4.5.2. 方向転換プ―リーの配置問題に対する集合論による解法 

方向転換プーリーの配置問題を集合論により記述するために，下記の条件を設定す

る． 

 

・条件１：各関節プーリーのパラメータは既知とする． 

・条件２：３次元ユークリッド空間上においてプーリーは半径 r，厚み 0 の円盤と

等価とする． 

・条件３：２つのプーリー間にワイヤを張ることは，２つの円盤間に共通接線を引

くことと等価とする． 

 

条件２に関して，本研究で考慮するプーリーのパラメータを図 4-6 に示す．溝のパ

ラメータ f，g を考慮した場合においても，プーリーからワイヤが最も外れにくい条

件は，ワイヤが溝方向と平行となるとき，すなわち半径 r，厚み 0 の円盤に近似した
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際の接戦と等価になる．条件 3 に関しては，ワイヤのたるみを無視し，理想的な張

力がワイヤにかかっている静止状態を表現する． 

 
図 4-6 プーリのパラメータの定義 

 

 上記の条件下において，ワイヤ干渉駆動機構の関節プーリー0 およびプーリー1 の

間にワイヤを張ることは，３次元ユークリッド空間上の円盤0および円盤1の間に共

通接線を引くことと等価である．ただし，３次元ユークリッド空間上の任意の２枚

の円盤間に共通接線が引けるかどうかは自明ではない．下記のアルゴリズムに従っ

て共通接線が引けるかどうかを判定し，引けなければ追加の円盤（方向転換プーリ

ー）I，II，III，…を追加する必要がある． 

半径 ri ∈ ℝ，三次元ユークリッド空間上の中心位置 pi = {xi，yi，zi} ∈ ℝ3，法

線ベクトル qi = {ai，bi，ci} ∈ ℝ3によって定義される円盤 Diの集合を D ∈ ℝ7と定

義する．図 4-7 に示すように，円盤 0(D1 ∈ D) および円盤 1(D2 ∈ D)を定義する．

ここで円盤0と接線を共有する円盤群DA ⊂ Dを図 4-7(b)のように定義する．また，

与えられた円盤および円盤群から接線を共有する円盤群を求める関数 SD()を下記の

ように定義する． 
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図 4-7 円盤 0 と円盤 1 の関係 

 

DA = SD( D )  (Search Disc-space) …（4.6） 

 

ここで，DAと D1の積集合を DA,1 ⊂ D として以下のように計算する．   

DA ∩ D1 = DA,1 …（4.7） 

 

ここで，DA,1 が空集合 φ ではない場合，少なくとも１つの共通接線が引ける．すな

わち，方向転換プーリー無しで直接ワイヤを張ることができる．ここで，線の集合

を L と定義し，円盤 1 と円盤 2 の接線集合を L1,2 と定義する．DA,1 が空集合 φ の場

合，追加円盤 I (DI ∈ D)を考慮する必要がある．また，DA,1が空集合φでない場合

においても，共通接線が干渉行列 H の要求を満たさない場合がある．この場合にも

追加円盤 DIが必要となる． 

 例えば２つの円盤が共に同一の２次元平面上にある場合，図 4-8 に示すように４

本の共通接線を引くことができる．それぞれの接線ベクトルを Li, i–1, 1から Li, i–1, 4

と定義する．干渉行列に基づいた円盤間の共通接線の引き方には次の２通りがあ

る．１つは，干渉行列 Hの符号の組，すなわちワイヤを牽引するモーターを正方向

に回転させたときに引かれるワイヤによって発生する関節トルクの方向の組から決

定される．もう１つは干渉行列の逆符号の組（–H），すなわちワイヤを牽引するモ

ーターを負方向に回転させたときに引かれるワイヤによって発生する関節トルクの

方向の組から決定される．図 4-8 に示す例の場合，平行に共通接線を引くパターン

かクロスして共通接線を引くパターンかどうかが干渉行列 H から決定される．具体

的には，干渉行列 H の Hi, j要素とワイヤの張力方向ベクトル Ujの積，および Hi–1, j

要素と Uj要素の積それぞれの符号の組によって決まる．Hi, j，Hi–1, j，Ujの要素はそ
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れぞれ 1か–1 かのいずれかであり，組み合わせは下記のようになる． 

 
図 4-8 2 次元平面における共通接線の引き方 

 

[ Hi–1, jUj，Hi, jUj ] = {[1，1]，[1，–1]，[–1，1]，[–1，–1]} …（4.8） 

 

ここで反時計回りを正とし，円盤の中心から接点へ向かうベクトルを ri, 1から ri, 4

と定義し，それぞれの接線ベクトルとの外積，およびそれと法線ベクトルの内積の

符号を計算すると下記のようになる． 

 

[ sign((ri, l × Li, i-1, l)qi)，sign((ri, l × Li, i-1, l)qi) ] 

= {[1，1]，[1，–1]，[–1，1]，[–1，–1]} 
…（4.9） 

 

よって，式 4.8 および式 4.9 から，干渉行列 H と引くべき接線の対応関係を決める

ことができる．２つの円盤が同一平面内にあれば，すべての種類の接線を引ける可

能性があるが，３次元空間内ではそれは自明ではない．上記のような干渉行列の要

求を満たしているかどうかを確認する操作を| ・ |Hとし，解円盤空間D 内において

干渉行列の要求を満たす接線が引けるかどうかを判定するブール関数を| D |Hとす

る． 

 実問題においては，様々な制約条件により接線が引けない場合が考えられる．方

向転換プーリーの配置問題の場合，表 4-1 に示すような制約条件が考えられる．条

件１より，２つの円盤（関節プーリー）に関する変数，すなわち半径，中心位置，

法線は既知であるので，関節の機構やプーリー間の相対的位置関係により，障害物
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による禁止領域 C ⊂ ℝ を定義することができる．従って，解として引きうる接線が

障害物にぶつかるかどうか，すなわち禁止領域 C を接線が通るかどうかを判定する

必要がある．ここで便宜上，禁止領域 C を線群 LEXで近似する． 

表 4-1 プーリ配置問題における制約条件 

制約条件 属性 変数 

円盤  半径 r 

  中心位置(x,y,z) 

  法線(a,b,c) 

接線 起点 方向𝐿𝑠 

 経由点 方向𝐿𝑣 

 終点 方向𝐿𝑒 

障害物など 禁止領域 空間 C 

 

C ≒ LEX …（4.10） 

 

解候補の円盤空間 DA1では引くことのできる共通接線空間は L1, 2である．そして，共

通接線空間 L1, 2の中から不能解を下記のように削除する． 

𝐿̃01 = L1, 2 ∩ 𝐿𝐸𝑋
̅̅ ̅̅ ̅ …（4.11） 

 

ここで，𝐿̃01が空集合φでない場合は，共通接線を引くことができる．空集合である

場合は，共通接線を引くことができないので，追加円盤 DI が必要となる．上記の解

候補の円盤空間がとりうる共通接線が禁止領域を通らないかどうかを判定する操作

を| ・ |Lexとし，解円盤空間D 内において，禁止領域 C を通らずに接線が引けるかど

うかを判定するブール関数を| D，C |Lexとする．また，禁止領域 C を考慮しながら解

円盤空間 D 内で解の接線集合Ls∈ L を求める関数 SCTL()を下記のように定義する． 

 

𝑳𝑠 =  SCTL( 𝑫,𝑪 )  (Search Common Tangent Line)  …（4.12） 
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 次に，追加円盤（方向転換プーリー）DI を導入する方法を述べる．ここで円盤 D2

と接線を共有する円盤群 DB ⊂ D を定義し，以下の共通円盤群 DAB ⊂ D を求める． 

DA ∩ DB = DAB …（4.13） 

 

ここで，DABが空集合φではない場合，少なくとも１つの追加円盤 DI ∈ DABを定義す

ることができる．一方，DAB が空集合である場合，あるいは引ける共通接線が干渉行

列の要求を満たさない場合，円盤および接線が障害物と接触する場合はさらなる追

加円盤が必要となる． 

 次に追加円盤を配置するために，追加円盤に対して制約条件を設けない，緩和問

題を考える．球の集合を S ⊂ ℝ，平面の集合を P ⊂ ℝ と定義する．円盤 D1と円盤 D2

が含まれる面 P1（D1 ∈ P1 ∈ P）および P2（D2 ∈ P2 ∈ P）を定義する．面 P1およ

び P2の両方に接する球の集合を S1,2 ⊂ S と定義する．また，円盤 D1と D2に共通する

接平面を P1,2 ⊂ P と定義する．ここで，球集合 S1,2および接平面集合P1,2に関して以

下が成り立つ． 

 

・面 P0および P1の両方に接する球は，緩和問題においては無限個存在する． 

・３次元空間上の２つの円盤間では、必ず共通接平面を定義できる． 

 

ここで，S1,2と P1,2の積集合によって，追加円盤の解空間 DABを求めることができる． 

S1,2 ∩ P1,2 = DAB …（4.14） 

 

また上記から，緩和問題においては必ず DAB ≠ φとなる．従って，緩和問題では１

つの追加円盤で必ず２つの円盤間を接線で繋ぐことができる． 

 次に，実問題へ適用するための制約条件を考慮する（表 4-1）．このとき，接線

に関する制約を考慮することができる．それに追加して，緩和問題における DAB の集

合から定義される追加円盤 DI が禁止領域に含まれる場合を考慮する必要がある．こ

こで便宜上，禁止領域 C を円盤群 DEXで近似する． 

C ≒ DEX …（4.15） 
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よって，以下の論理演算により DAB から不能解を削除することで最終的な解候補の円

盤空間 DCS ⊂ D を定義する． 

DCS = DAB ∩ 𝐷𝐸𝑋  …（4.16） 

 

上記のような禁止領域 C 内に追加円盤が存在するかどうかを確認する操作を| ・ |Dex

とし，解円盤空間D内において禁止領域Cに干渉せずに追加円盤を配置できるかどう

かを判定するブール関数を| D，C |Dexとする． また，式 4.16 において DAB =𝐷𝐸𝑋の場

合，DCSは空集合φとなるので，制約条件付問題の場合，DAB = φとなりうる． 

DCSが空集合 φ でない場合，接線が引けるかどうかの判定を行い，引くことができ

る場合には追加円盤DIを定義できる．また，DCSが空集合φの場合，あるいは所望の

接線が引けない場合には，さらなる追加円盤 DIIが必要となる． 

 次に，さらなる追加円盤 DII が必要な場合の処理を述べる．まず，第一の追加円盤

DIを配置可能な円盤群 DAの部分集合𝐷̃𝐴を求める． 

𝐷̃𝐴 = DA ∩ 𝐷𝐸𝑋  …（4.17） 

 

そして，𝐷̃𝐴内に解の候補として存在する DIと接線を共有する円盤群 Dα⊂ D を定義す

る． 

𝑫α =  SD( 𝐷̃𝐴 )   …（4.18） 

 

DαとDBの共通円盤群を DαBとして下記のように計算する． 

𝑫αB  =  𝑫α  ∩  𝑫B …（4.19） 

 

ここで，DαB が空集合 φ でなければ，第二の追加円盤 DII は DαB 内に解の候補が存在

しており，第一の追加円盤 DI の解候補は𝐷̃𝐴内に存在している．従って，解候補空間

DCSを空集合とし，解候補空間との和集合を下記のように計算する． 

𝑫𝑐𝑠 ← 𝑫𝑐𝑠  ∪  𝐷̃𝐴 …（4.20） 

 

その後，条件判定の|DαB|H，|DαB|Lex，|DαB|Dex を実行し，全ての条件を満たせば共通

接線を引くことができる．従って，禁止領域を除いた DαBと解候補空間との和集合を
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求める． 

𝑫𝑐𝑠 ← 𝑫𝑐𝑠  ∪  ( 𝑫𝛼𝐵  ∩  𝐷𝐸𝑋 )   …（4.21） 

 

式 4.20および式4.21の手続きにより，解空間内には第一および第二の追加円盤両方

の解候補が含まれることになる．一方，接線を引く条件を一つでも満たさない場合

は，追加円盤 DIIIを同様に定義し，最終的な追加円盤が全ての条件を満たすまで以上

の操作を繰り返す． 

 最後に，解候補空間 DCS 内に存在する追加円盤のパラメータを最適化し，最適円盤

集合 Ds ⊂ D を求める．最適化すべきパラメータは追加円盤の中心位置，方向，半径

である．これらのパラメータ群を Q と定義する．コスト関数 E を例えば下記のよう

に，Q によって計算される接線L の L2 ノルムの和で定義する． 

𝑳E( Q ) = Σ|| L(Q) ||2 …（4.22） 

 

制約条件は機構的な制約および解円盤候補群から決定され，const( DCS，C )で示すこ

ととする．最適追加円盤のパラメータ Q*を解円盤集合 Ds とし，下記の制約条件付き

最適化問題を解くことで求める． 

𝑫s =  𝑸∗  =  argmin( 𝐸( 𝑸 ) ) s. t.  const( 𝑫s，𝑪 ) …（4.23） 

 

そして，求まった解円盤集合 Dsと SCTL 関数を用いることで解接線集合 Lsを下記のよ

うに計算することができる． 

𝑳𝑠 =  SCTL( 𝑫𝑠, 𝑪 )  …（4.24） 

     

 

以上全ての操作を擬似コードとして Algorithm 1 に示す． 
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Algorithm 1: Pulleys Configuration Problem Reference 

1 function Solve_Pulleys_Configuration( D0, D1, C )  

2 DA ← SD( D0 ) Def. 4.6 

3 DA1 ← DA ∩ D1  Eq. 4.7 

4 if  DA1 ≠ φ  then  

5      if  |DA1|H ∩ |DA1, C|Lex ≠ false  

6           Ls ← SCTL( DA1 , C )    (Tangent lines can be defined) Def. 4.12 

7           return  

8      end if  

9 end if  

10 DB ← SD( D1 ) Def. 4.6 

11 DAB ← DA ∩ DB  Eq. 4.13 

12 DEX ← approximate( C ) Eq. 4.15 

13 Dcs ← φ  

14      if  ( DAB ≠ φ ) ∩ ( |DAB|H ∩ |DAB, C|Dex ∩ |DAB, C|Lex ≠ false ) then  
 

15                Dcs ← DAB ∩ 𝑫𝐸𝑋
̅̅ ̅̅ ̅ Eq. 4.16 

16      else  

17         while  do  

18          𝑫̃A ← DA ∩ 𝑫𝐸𝑋
̅̅ ̅̅ ̅ Eq. 4.17 

19          Dα ← SD( 𝑫̃A ) Eq. 4.18 

20          DαB ← Dα ∩ DB Eq. 4.19 

21         Dcs ← Dcs ∪ 𝑫̃A Eq. 4.20 

22             if ( DαB ≠ φ ) ∩ ( |DαB|H ∩ |DαB, C|Dex ∩ |DαB, C|Lex ≠ false ) 

then 

 

23                  Dcs ← Dcs ∪ ( DαB ∩ 𝑫𝐸𝑋
̅̅ ̅̅ ̅ ) Eq. 4.21 

24                  break while  

25             else  

26                  α ← β, A ← α     (Upgrading index)  

27             end if  

28          end while  

29      end if  

30 Ds ← Optimize( Dcs, C )     (Solve conditioned optimization 

problem) 

Eq. 4.23 

31 Ls ← SCTL( Ds , C )    (Tangent lines can be defined) Eq. 4.24 

32 return  
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4.6. ８軸ワイヤ干渉駆動機構アームの設計開発 

前節までの議論を踏まえ，8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームの設計開発を行った．図 

4-9 に全軸ワイヤ干渉駆動機構による 8 自由度肩義手の 3DCAD による全体像を示す．

3D-CAD ソフトとして，SOLIDWORKS2020（Dassault Systèmes SOLIDWORKS Corp，

アメリカ合衆国）を用いた．また，設計要件を満たすため，特に設計を工夫した各

部位をそれぞれ図 4-11 から図 4-16 に示す．以下では，8 軸ワイヤ干渉駆動機構ア

ームを用いた最適干渉行列の設計，および各身体部位に応じた設計に関する詳細を

述べる． 
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図 4-9 8 自由度電動肩義手用アームの全体像（3DCAD） 
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4.6.1. 最適干渉行列の設計 

 本項では，８軸ワイヤ干渉駆動機構のための最適干渉行列𝐻8
∗の設計について述べ

る．4.4.1.節で説明した，シルベスターの生成法を用いて，以下のように8行8列の

アダマール行列，すなわち最適干渉行列𝐻8
∗を求めた． 

𝐻8
∗ =

[
 
 
 
 
 
 
 
1 1 1 1 1 1 1 1
1 −1 1 −1 1 −1 1 −1
1 1 −1 −1 1 1 −1 −1
1 −1 −1 1 1 −1 −1 1
1 1 1 1 −1 −1 −1 −1
1 −1 1 −1 −1 1 −1 1
1 1 −1 −1 −1 −1 1 1
1 −1 −1 1 −1 1 1 −1]

 
 
 
 
 
 
 

 …(4.24) 

 

  

以下では，得られた最適干渉行列𝐻8
∗に基づいて，各関節を通るワイヤの向きを設

計した．図 4-10に，8個のアクチュエータから伸びる 16本のワイヤが，各関節のプ

ーリーをどのように通るのかを模式的に示した．最適干渉行列の行，すなわち横ベ

クトルは，一つの関節内において，ワイヤ張力がどのように干渉するのかを示して

おり，最適干渉行列の列，すなわち縦ベクトルは，１つのアクチュエータ出力が，

各関節のプーリをどちら向きに通るのかを示す．干渉行列の各縦ベクトルは，各モ

ータを正方向に回転させたときに牽引されるワイヤの経路を示しており，モータを

負方向に回転させたときに牽引されるワイヤの経路は，–𝐻8
∗の各縦ベクトルに対応す

る．従って，計 16種類のワイヤ経路が存在する． 
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図 4-10 ワイヤ経路の模式図 
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4.6.2. 方向転換用プーリーの設計開発 

 前項で最適干渉行列𝐻8
∗を設計することができ，各ワイヤの関節プーリーに対する

経路を設計することができた．次に必要なのは，ワイヤの方向転換プーリーの配置

問題を解くことである．4.5.2.節で示した方向転換プーリーの配置問題に対するア

ルゴリズムを参考にし，方向転換プーリーを各部に配置した．なお，配置問題はの

解き方は以下の手順とした． 

 

手順１. ヒトの腕を参考に関節自由度，リンク長，関節プーリー径を決定する． 

手順２. 各関節をワイヤ牽引で駆動させるための機構（後述する手首リンク機構等）

を設計する． 

手順３. 最適干渉行列𝐻8
∗を参照し，各関節において，牽引用ワイヤを正負どちらの

方向でプーリーに巻きつけるかを決める． 

手順４. 関節の回転軸方向に対して，発生するトルク，すなわちワイヤが関節プー

リーを牽引する正負方向が均等に配置されるべき箇所（後述する，上腕の外

旋内旋，前腕の回内回外，手首の撓屈尺屈関節）を参考に，最適干渉行列𝐻8
∗

の行を入れ替えて，牽引用ワイヤの経路を確定する．なお，最適干渉行列𝐻8
∗

は，アダマール行列の特性から，行を自由に入れ替えることができる． 

手順５. 各関節間のワイヤ経路間に方向転換プーリーを配置する．このとき，実装

を簡単化する観点から，方向転換プーリーは全て同一のプーリー（直径

10[mm]，厚さ 3[mm]）を使うこと，方向転換プーリは可能であれば同一軸上に

ならぶこと，方向転換プーリーの配置箇所がヒト腕の外観から大きく逸脱し

ないこと，ワイヤ同士が互いに接触しないことを制約条件として考慮し，3D-

CAD 上において手動で方向転換プーリーを配置していった． 

手順６. 配置した方向転換プーリーを身体に固定するためのパーツを設計する． 

 

以上の手順により，最適干渉行列𝐻8
∗を機構表現することができる．以下の節では，

設計したロボット身体各部位の詳細について述べる． 
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4.6.3 肩部（屈曲伸展，外転内転）の設計開発 

ヒトの肩関節は球関節であり，肩関節のみで上腕を前方に挙げる動作（伸展）と

下げるもしくは後方に挙げる動作（屈曲），体側面に上腕を挙げる動作（外転）と

下げる動作（内転）および上腕を軸として内外に回転させる動作（外旋・内旋）の

計 3 自由度を実現している．一般的なロボットアームでは，これらの自由度を分解

し，別々の関節として設計することが多い．しかしながら，ヒトが装着して使用す

ることを目的とした筋電肩義手用ロボットアームでは，設計の前提としてヒトの腕

の大きさから逸脱してはならないという制約が存在する．従って，ヒトの肩関節が

占める体積部分にロボットアームの 3 つの関節を設計することは一般的に困難であ

る．また，仮に肩関節を 3 つの単関節に分けて筋電肩義手用ロボットアームを設計

した場合，肩の屈曲伸展もしく外転内転のどちらかが肩の根元ではなく上腕の途中

から行われることになり，ヒトの腕を模したロボットアームとしては，不自然な動

作になってしまう．そこで本研究では，肩関節の 3 自由度のうち上腕の外旋・内旋

を除いた肩の屈曲伸展と外転内転の 2 自由度（矢状面上および冠状面上での腕の上

下動作）を同一軸上で再現可能な機構を設計した（図 4-11）．ロボットアームの肩

関節の3自由度を2自由度と1自由度に分割することで，ヒトの腕の体積から大きく

逸脱することなくロボットアームの肩関節を構成可能になり，肩関節の動作もヒト

の腕の動作により近づけることができる． 

図 4-11 に肩の屈曲伸展と外転内転を同一軸上で実現するために設計した機構を示

す．1 本の長軸（赤）と 2 本の短軸（青）で十字を作り，それを斜めに分けるように

上下一対のフレーム（十字ホルダー）で挟み込んで固定した．十字ホルダーから突

き出た 4本の軸に動力伝達用の関節プーリー（肩用プーリー：半径 25 [mm]）を 8個

ずつ通した．十字ホルダーにはワイヤを通すための方向転換用プーリーとして，溝

付きベアリングが設置されている．図 4-12 に実際に肩部にワイヤを張ったときの写

真を示す．肩アーチから長軸の肩用プーリーに巻かれたワイヤは十字ホルダーに設

置されたベアリングを通って短軸の肩用プーリーに巻かれる．以上の機構により同

一軸上で肩の屈曲伸展と外転内転の 2自由度を実現することができる． 
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 部材名称 注釈 

①  肩アーチ ソケットと肩義手用アームの接続部 

②  十字ホルダー 長軸と短軸を上下で挟み込んで固定 

③  肩用プーリー 半径 25mm 
 

図 4-11 肩 2 関節機構 
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図 4-12 肩部のワイヤの張り方 
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4.6.4. 上腕（外旋内旋）・前腕部（回内回外）の設計開発 

 健常なヒトの腕であれば，肩関節において同一軸上で実現されていた上腕の軸方向

の回転動作（外旋内旋）を本研究では単関節として分けて実現する．また，前腕の

軸方向の回転動作（回内回外）も本研究では同一の機構となるため，合わせて示す．

図 4-13 に上腕の外旋内旋，および前腕の回内回外を実現するために設計した機構を

示す．上腕であれば肩部と肘を繋ぐ軸に，前腕であれば肘と手首機構を繋ぐ軸にそ

れぞれ関節プーリー（腕部用プーリー：上腕部の半径 25 [mm]，前腕部の半径 15 

[mm]）を配置した．上腕および前腕の軸に配置した腕部用プーリーは，肩部や肘，

手首関節に配置した関節プーリーと直交する．従って，上腕および前腕に配置した

腕部用プーリーにワイヤを通すためには，最低でも 2 度ワイヤの方向を直角に曲げ

る必要があった．そこで，図 4-13 ①～④に示すような方向転換用プーリーを配置

するためのベアリングケースを設計した．ベアリングケースの形状は，4.6.2.項に

示した制約条件を考慮し，軸方向に歪曲させ前後に傾斜をつけた．ベアリングケー

スは上腕肩側ベアリングケース，上腕肘側ベアリングケース，前腕肘側ベアリング

ケース，前腕手側ベアリングケースの計 4 種類を設計した．4 種類のベアリングケー

スは上述したフレームの形状を維持しつつも，上腕および前腕の腕部用プーリーの

大きさや，前後の関節プーリーの配置によって，傾斜や方向転換用プーリーの配置

が変動するため，それぞれが別個の設計となっている．  
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 部材名称 注釈 

①  上腕肩側ベアリングケース 方向転換用プーリが 16個収まる 

②  上腕肘側ベアリングケース 同上 

③  前腕肘側ベアリングケース 同上 

④  前腕手側ベアリングケース 同上 

⑤  腕部用プーリー 上腕(半径 25 mm)，前腕(半径 15 mm) 
 

図 4-13 軸方向回転機構 

肩 

肘 
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4.6.5. 肘部の設計開発 

 肘関節は屈曲伸展の 1自由度のみを持つ関節である．図 4-14 に設計した肘部の機

構を示す．肘部の方向転換用プーリは上腕側と前腕側とが対角になるよう配置した．

これにより，肘部において全てのワイヤが一度ずつ方向転換用プーリを通ることに

なり，方向転換によってワイヤにかかる摩擦などが一部のワイヤに偏ることを防ぐ

ことができる．また，方向転換用プーリを対角に配置することで，肘の屈曲角度を

確保することができる，  

 

 
 

 部材名称 注釈 

① 肘接手 上腕と前腕を繋げる 1自由度の接続部 

② 肘用プーリ 半径 25㎜ 
 

図 4-14 肘関節機構 

上腕 

前腕 
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4.6.6. 手首（撓屈尺屈）の設計開発 

 ヒトの手首の関節（手関節）は橈骨手根関節など複数の関節からなる複関節であり，

手首の撓屈尺屈と掌屈背屈の 2 自由度を実現している．一般的なロボットアームで

は，前腕の回内回外など他の関節の動作で補正が利き，非冗長系となるため，上記 2

自由度のうち片方が搭載されていない場合が多い．前述した肩関節と同様に，手首

の撓屈尺屈と掌屈背屈を実現する関節を別々の関節として設計すると，ヒトの腕の

挙動から離れてしまう．しかし，前腕は肩部や上腕と比べて更に体積が小さいため，

肩と同様の設計を適用することも難しい．そこで本設計では，リンク機構を用いる

ことでこの上記の 2自由度を疑似的に同一軸上で実現可能な機構を設計した． 

図 4-15 にリンク機構を用いて撓屈尺屈を実現するために設計した機構を示す．平

行リンクを用いることで，関節プーリー（手首用プーリ：半径 15 [mm]）を配置する

駆動軸が，関節軸の後方にあっても，その回転を平行リンク前方に伝えることがで

きる．撓屈尺屈と掌屈背屈をするための軸は直交しており，さらに平行リンクを支

持するフレーム（リンク支柱）を平行リンクの内側に設置する必要があるため，ワ

イヤは平行リンク外縁を通過させた．全軸ワイヤ干渉駆動機構では関節を駆動する

際，複数のアクチュエータの出力を干渉させる．駆動させる対象の関節における干

渉の結果，すなわちワイヤ張力の合計値が正の値になれば正方向に，負の値なれば

負方向に関節は回転する．従って，リンク外縁にワイヤを通す場合，ワイヤ張力に

よって発生する関節トルクの正負方向が混在してしまうと，関節軸の回転方向と異

なる力がリンクに対して発生し，その結果動作不良や機構の変形，破損に繋がる可

能性がある．よってリンク外縁にワイヤを通す場合は正方向の関節トルクを発生さ

せるワイヤ（青）と負方向の関節トルクを発生させるワイヤ（赤）を分ける必要が

ある．4.6.2.節でも述べたように，上記の機構上の特性が，最適干渉行列𝐻8
∗を機構

表現する際の制約条件となっている． 
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 部材名称 注釈 

① 手首リンク短辺 ワイヤ経路確保するためブーメラン型 

② 手首リンク長辺 厚さ 2 ㎜，幅 10 ㎜，長さ 100 ㎜ 

③ リンク支柱 軸と手首リンクを繋ぐ Y 字型の部材 

④ 手首用プーリ 半径 15 ㎜ 

 

 

図 4-15 手首リンク機構 

 

肘 

手 
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4.6.7. 手首（掌屈背屈）および手の開閉部の設計開発 

 ヒトの手首の掌屈背屈を行う関節を，前述した平行リンク機構の前方部分に設計し

た．リンク外縁を通したワイヤを，リンク機構前方の手首用プーリー（半径 15 [mm]）

に繋ぐため，図 4-16 に示すような独特なフレーム（手首ベアリングケース）を用い

てワイヤの方向転換を行った．ハンド部分は母指と 4 指にフレームを分け，母指を

固定し 4 指をまとめて軸に沿って動かす機構とした．母指および４指の形状は，

3.2.5.節で使用した，2 自由度義手ハンドの骨格を適用した（Jing et al., 2014；星川

ら，2015；Hoshigawa et al., 2015）．ハンドの開閉のための関節軸と，手首の掌屈背

屈のための駆動軸は平行であり，ワイヤの方向転換も必要としないため，他の関節

と比較してハンド部分は簡単な機構となった． 

 

 
 

 部材名称 注釈 

① 手首ベアリングケース(中) 掌屈背屈を行う手首用プーリが収まる 

② 手首ベアリングケース(外) 手首リンク短辺の役割も兼ねる 
 

図 4-16 手首関節および手の開閉機構 
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4.6.8. 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームの構築 

前述した肩，上腕，前腕，肘，手首およびハンドの機構を組み合わせて，筋電肩

義手のための 8軸ワイヤ干渉駆動機構アームを開発した．図 4-17 に開発したロボッ

トアーム実機を表 4-2 にロボットアーム実機のスペックをそれぞれ示す． 

 

 

図 4-17 8 自由度電動肩義手用ロボットアームの全体像（実機） 
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表 4-2 開発した 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームのスペック 

自由度 8自由度（肩:3，肘:1，手首:3，手:1） 

重量 
約 2.4[kgw]（モータを除く） 

（上腕：約 1.5[kgw]，前腕：約 0.9[kgw]） 

材質 アルミ合金，ABS 樹脂（手先） 

モータ KRS6003RHV（67[kgf・cm]） 

ワイヤ ナイロン被覆ステンレス φ0.8（φ0.6） 

プーリ半径 
モータ:20[㎜] 肩-肘:25[㎜] 手首・

手:15[㎜] 

サイズ 上肢長:約 70[cm] 上腕囲:約 30[cm] 

 

上肢長約 70 [cm]，アクチュエータを除いたアーム重量は 2.4 [kgw]であった．牽

引用のワイヤには，ナイロンコーティングのステンレスワイヤ φ0.8（大阪コートロ

ープ株式会社，日本）を用いた．ワイヤを牽引するために，サーボモータ

（KRS6003，近藤科学株式会社，日本）を用いた．図 4-17 に示した 8軸ワイヤ干渉

駆動機構アームでは，サーボモータはアームを取り付けた土台上に設置されている．

このシステムでは，8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームを筋電肩義手として使用すること

はできないが，8 軸ワイヤ干渉駆動機構の動作検証および性能評価を行うことを目的

としている． 

 

4.6.9. 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームをソケットへ装着するための機

構設計 

図 4-18 に示した 8軸ワイヤ干渉駆動機構アームはモータを外部に設置しており，

8 軸ワイヤ干渉駆動機構の動作検証および性能評価のための機体となっている．図 

4-18 にモータを内蔵した肩義手用アームとしての性能評価のための機体を示す（前

述した肩～ハンドまでの機構および重量以外のスペック（表 4-2）に変更はなし）．

モータには KRS2572（近藤科学株式会社製）を使用しており，モータを含む総重量は

約 2.8[kgw]となっている． 
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図 4-18 8 自由度電動肩義手用アーム（装着用） 

4.6.10. 8 自由度筋電肩義手システムの構築 

 4.6.8.で構築した８軸ワイヤ干渉駆動機構アームに，4.6.9.で開発したソケット

装着用の機構を適用することで，筋電肩義手へと応用可能な８軸ワイヤ干渉駆動機

構アームを構築した．さらに，3 章で示した４自由度筋電肩義手システムを元に，ソ

ケット，８軸ワイヤ干渉駆動機構アーム，個性適応制御が実装されたコントローラ，

柔軟防水乾式筋電センサを組み合わせることで，８自由度筋電肩義手システムを構

築した（図 4-19）．システムの総重量は，約 3[kgw]であった． 
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図 4-19 8 自由度筋電肩義手システム 

 

構築した８自由度筋電肩義手システムの有効性を示すため，片麻痺患者の上肢機

能評価に用いられる ARAT（Action Research Arm Test）を参考とした評価実験を行った．

加えて，４自由度筋電肩義手システムでは実行できなかった日常生活動作の実行実

験も行った．日常生活動作の実行実験では，ADL としてコップに入った水を口元に

持ってくる動作および，ドアの開閉動作に着目した．それぞれの動作生成および制

御方法については，4.7.4.項にて詳細を述べる． 

 

 

 

 



82 

 

4.7. 性能評価実験 

 本節では，8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームのロボットアームとしての性能，および

それを応用した 8 自由度筋電肩義手システムが日常生活動作を実行可能であること

を実験により確認した． 

 

4.7.1. ワイヤ干渉による各関節の独立駆動の検証実験 

開発した8軸ワイヤ干渉駆動機構アームの理論では，各関節のうちある 1つの関節

のみを駆動させる場合，駆動させる関節では全てのモータ出力が合算され，それ以

外の関節では出力が打ちけされる．すなわち，理想的な 8 軸ワイヤ干渉駆動機構が

実現できていれば，ワイヤ張力は各関節で理論通りに干渉することで，任意の関節

を独立に駆動でき，それ以外の関節は固定されるはずである．本項では，開発した 8

軸ワイヤ干渉駆動機構アームにおいて所望の関節のみが回転し，その他の関節が固

定されることを実験において確認した． 

図 4-20 に実験環境を示す．各関節の動作軌道および計測結果を図 4-21～図 4-36

に示す．8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームを鉛直下側に伸ばした状態を初期姿勢（図 

4-20（左））とし，単一の関節のみを回転させた状態を目標姿勢とした．初期姿勢

における各関節の角度を 0 [deg]と定義した．各関節を初期姿勢から目標姿勢まで移

動させ，同じ経路で初期姿勢まで戻る．本実験では上記の経路を Arduino による PWM

制御によって各サーボモータに目標角度を与えることで追従した．以上の軌道追従

を 5 回繰り返し，初期姿勢と目標姿勢における各関節の角度変位を計測した．角度

の計測は各関節の中心軸もしくはその周囲に紙製の分度器を設置し，目視により計

測を行った．  
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図 4-20 各関節の独立駆動の検証実験環境 
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図 4-21 肩関節の屈曲伸展動作 

 

 

図 4-22 肩関節の屈曲動作による各関節の変位 
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図 4-23 肩関節の外転内点動作 

 

 

図 4-24 肩関節の外転動作による各関節の変位 
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図 4-25 上腕の外旋内旋動作 

 

 

図 4-26 上腕の内旋動作による各関節の変位 



87 

 

 

図 4-27 肘の屈曲伸展動作 

 

 

図 4-28 肘の屈曲動作による各関節の変位 
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図 4-29 前腕の回内回外動作 

 

 

図 4-30 前腕の回内動作による各関節の変位 
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図 4-31 手首の撓屈尺屈動作 

 

 

図 4-32 手首の撓屈動作による各関節の変位 
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図 4-33 手首の掌屈背屈動作 

 

 

図 4-34 手首の掌屈動作による各関節の変位 
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図 4-35 手の開閉動作 

 

 

図 4-36 手の開閉動作による各関節の変位 
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以上の結果より，開発した8軸ワイヤ干渉駆動機構アームでは，理論通りに所望の

関節のみで出力が合算することで回転し，その他の関節では出力が打ち消しあうこ

とで固定されることが示された．駆動させる関節以外でも平均して最大 3[deg]の回

転が確認されているが，ワイヤの伸びや各関節にかかる自重の影響を考慮していな

い制御が原因であると考えられる． 

 

4.7.2. 繰り返し精度の評価実験 

 前項において，8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームが単一の関節のみを回転させたとき

の動作を確認した．本項では複数の関節を同時に動作させたときの挙動を 3 次元光

学式モーションキャプチャシステム OptiTrack（NaturalPoint 社，アメリカ合衆国）を

用いて計測し，8軸ワイヤ干渉駆動機構アームの繰り返し精度を調べた． 

図 4-37 に実験環境を示す．OptiTrack は複数のカメラによって被計測物に設置した

反射マーカーを捉えることで，マーカーの 3 次元位置を計測することのできる装置

である．本実験では8軸ワイヤ干渉駆動機構アームの肩，肘，前腕の3カ所にマーカ

ーを設置した（図 4-38）． 

 図 4-39 に 8軸ワイヤ干渉駆動機構アームの繰り返し動作の目標軌道を示す．繰り

返し動作の経路は手元の物体を口元に運ぶ動作を模して計画し，前方に肘を 90[deg]

程曲げた状態を初期姿勢とし，肩，上腕，肘を同時に動作させ手先を口元に運んだ

状態を目標姿勢とした．各関節は初期姿勢から目標姿勢まで移動し，同じ経路で初

期姿勢まで戻った．本実験では上記の経路をArduinoによるPWM制御によって各サー

ボモータに目標角度を与えることで追従した．以上の軌道追従を 5 回繰り返し，初

期姿勢，目標姿勢および一方向経路の最大誤差を計算した．手先に何も物を持たせ

ない無負荷条件と，手先に水の入ったペットボトル（重量 500 [gw]）を握らせた条

件の 2種類の条件を設定し，計測実験を行った． 

 肩，肘，前腕それぞれの経路を図 4-39 に示す．図 4-40 は無負荷時の肩，肘，前

腕の経路であり，図 4-41 は手先に 500［gw］のペットボトルを握らせた負荷をかけ

た時の肩，肘，前腕の経路である．図 4-42 にそれぞれ無負荷時と 500［gw］負荷時

の前腕の経路を合わせて示す．また，表 4-3 に最大誤差を示す． 
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図 4-37 繰り返し精度評価のための実験環境 

 

 

図 4-38 マーカー設置個所 
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図 4-39 繰り返し動作軌道 

 

 

図 4-40 繰り返し動作の経路（無負荷） 
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図 4-41 繰り返し動作の経路（500 [gw]負荷） 

 

 

図 4-42 繰り返し動作の経路（合同） 
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表 4-3 繰り返し精度の最大誤差 

  
無負荷 負荷(500 [gw]) 

始点 終点 始点 終点 

肩 

d 0.44 0.14 0.35 0.4 

x 0.38 0.1 0.21 0.33 

y 0.2 0.05 0.24 0.06 

z 0.12 0.09 0.15 0.22 

肘 

d 1.85 0.67 0.62 0.81 

x 1.62 0.52 0.43 0.73 

y 0.87 0.2 0.42 0.12 

z 0.19 0.37 0.12 0.34 

前腕 

d 2.47 0.8 1.09 1.03 

x 1.87 0.24 0.55 0.12 

y 1.25 0.18 0.91 0.31 

z 1.01 0.74 0.27 0.98 
 

d = √𝑥2 + 𝑦2 + 𝑧2     単位 [cm] 

 

 

 結果より，無負荷・負荷（500 [gw]）ともに繰り返し動作に大きな変位は見られなかった．特

に終点においては，無負荷・負荷（500 [gw]）ともに最大誤差が 1 [cm]以下と非常に小さく，

繰り返し精度が高いといえる．始点に関しては無負荷のときに肘と前腕において最大 2 [cm]

程度の誤差がみられた．これは静止状態において，ワイヤがアームの自重を支えるためにワ

イヤ内部に蓄積した弾性エネルギーが，ワイヤの巻取りもしくは放出によって発散されたた

めと考えられる（負荷のかかる状態では抑制される）．しかし，前述したとおり，終点において

は発散による揺らぎも治まっており，全体として十分高い繰り返し精度を保っていると考える． 
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次に，無負荷の状態で 1 時間の繰り返し動作を行い，そのときの動作をモーションキャプ

チャシステムで計測し，繰り返し精度を調べた．実験環境およびマーカー設置個所，繰り返

し動作軌道は前述した図 4-37～図 4-39 と同様である． 図 4-43に 10分毎の肩，肘，前

腕の経路を，表 4-4に最大誤差を示す． 

 

 

図 4-43 繰り返し動作の経路（1 時間） 

表 4-4 繰り返し精度の最大誤差（1 時間） 

  始点[cm] 終点[cm] 

肩 

d 0.20 0.27 

x 0.12 0.11 

y 0.12 0.22 

z 0.10 0.11 

肘 

d 0.50 0.85 

x 0.28 0.28 

y 0.40 0.79 

z 0.10 0.12 

前腕 

d 1.51 1.73 

x 0.65 0.75 

y 1.18 1.19 

z 0.70 1.01 
 

d = √𝑥2 + 𝑦2 + 𝑧2     単位 [cm] 
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結果より，肩および肘では 1 時間の繰り返し動作によって 1[㎝]以上の大きな変位は始

点・終点ともに確認できなかった．前腕では始点および終点において 1.5[㎝]程度の誤差が

確認された．誤差の大きな原因として，長時間の繰り返し動作によるワイヤの伸びと弛みによ

るズレが考えられる．肘関節から手先までのワイヤの伸びによる弛みは，繰り返し動作にお

いては肘関節に集約され，結果として肘関節の動作に誤差が生じたのではないかと考える．

しかし，1時間の繰り返し動作における誤差は最大でも1.73[cm]であり，肩義手としての使用

を考えた場合，体幹など使用者の他の身体部位の動作により補正が可能であり，十分高い

繰り返し精度を保てていると考える． 

4.7.3. 関節トルクの評価実験 

 4.7.1.項の実験では，開発した 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームの各関節において

ワイヤ張力が理論通りに合算され，各関節を独立に駆動できることがわかった．ま

た 4.7.2.項では，複数の関節を同時に動作させた場合の繰り返し追従精度が評価さ

れ，開発した 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームは比較的高い追従精度を示した．これ

らの実験は関節角度，すなわちキネマティクスに基づいた評価であり，本項では，

関節トルク，すなわちダイナミクスに基づいた，ワイヤ干渉駆動機構の評価を行っ

た．  

はじめに，使用している各サーボモータの出力を実験により確認した．図 4-44 に

実験環境を示す．サーボモータの回転軸中心から 20 [㎝]離れた位置に，秤量 5 

[kgf]のばねばかり（シンワ測定株式会社，日本）を設置し，サーボモータに

Arduino から PWM 制御によって各サーボモータに目標角度を与えたときの出力を確認

した．電源には直流安定化電源 ZX-400LA（高砂製作所，日本）を用い，供給電圧を

11 [V]で固定した．供給電流はその上限を 0.75，1，1.25，1.5，2，2.5，3［A］に

設定し，各電流帯で５回，モータ出力をばねばかりの目盛りを目視で計測し，記録

した．サーボモータには KRS6003HV（近藤科学株式会社，日本）を使用した．計測に

用いたサーボモータは8軸ワイヤ干渉駆動機構アーム実機に使用していたモータ8点

に同型の新品１点を加えた計９点で行った． 

計測結果を図 4-45 に示す． 結果より，最大出力は全てのモータが約 55 [kgf・

cm]に収束するものの，低電流帯においては高出力と低出力の２通りに挙動が分かれ

た．また，KRS6003HV のカタログスペックでは最大電流 6 [A]で最大出力 67 [kgf・

cm]とされているが，本実験環境では計測した全てのサーボモータにおいて 3 [A]以

上の電流を流すことができなかった．同型新品のモータでも，低電流帯では低出力

であり，3 [A]以上の電流を流すことはできなかった． 
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図 4-44 モータトルク確認のための実験環境 

 

図 4-45 モータトルク測定の結果 
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次に，上記のモータを用いて8軸ワイヤ干渉駆動機構アームの出力を確認した．図 

4-46 に実験環境を示す．肘関節を約 90 [deg]程曲げ，肘関節の回転軸中心から約 30 

[cm]離れた手首部に秤量 20 [kgf]のばねばかり（シンワ測定株式会社，日本）をか

けた状態で肘部の屈曲動作を行った．電源には直流安定化電源 ZX-400LA（高砂製作

所，日本）を用い，供給電圧を 11 [V]で固定した．供給電流はその上限を 6［A］と

し，8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームの出力をばねばかりの目盛りを目視で計測し，記

録した． 

 

 

図 4-46 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームの出力確認のための実験環境 

 

結果，8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームは肘関節より水平に約 30 [cm]の位置で，ば

ねばかりは約 4.2 [kgf]の出力を記録した．上記の値にアームの重量とばねばかりの

重量を加えた値が最終的な出力となる．表 4-2より，8軸ワイヤ干渉駆動機構アーム
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の前腕部の重量は約 0.9 [kgw]である．また，計測に使用したばねばかりの重量は約

0.35 [kgw]であった．従って，最終的な出力は約 5.45 [kgf]である．図 4-45 および

表 4-2 より，上記のシチュエーションで発揮される 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アーム

の出力の理論値は次式で表わされる． 

 

8𝜏𝑃

30𝑃𝑚
=

8 × 17.5 × 2.5

30 × 2
= 5.83 [𝑘𝑔𝑓] 

 

出力の理論値と実測値から割合を求める． 

 

5.45

5.83
× 100 = 93.5 [%] 

 

以上より，開発した8軸ワイヤ干渉駆動機構アームは肘関節において理論値の 9割

を超える出力を確認することができた．その他の関節における出力はそれぞれ表 

4-5 のとおりである（手首関節の掌屈背屈および撓屈尺屈は可動範囲が狭く，精確な

出力の測定は不可能であった）.表 4-5 より，各関節においても理論値の 9 割に近い

出力を確認することが出来た．上腕と前腕部に関しては出力が理論値の 8 割に届い

ていないが，これは上腕と前腕部の出力を測定できる範囲が狭く，最大出力に届く

前に測定可能範囲を超えてしまったため，3 [A]以下の低電流での測定となってしま

い，理論値が推定値となっているためと考えられる． 

 

表 4-5 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームの各関節における出力 

 電流 [A] 腕の長さ [cm] 理論値 [kgf] 実測値 [kgf] 

肩前 6 60 2.92 2.86 

肩横 6 60 2.92 2.81 

上腕 2.8 6 13.6 9.81 

前腕 2.3 6 11.9 9.11 

ハンド 6 10 10.5 9.5 
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4.7.4. 肩義手の制御および動作パターンの生成 

 筋電肩義手の制御系は，パターン識別により筋電情報から使用者の動作意図を推

定する識別部と，モーターを制御する制御部から成る．識別部は毎時間ステップで，

使用者の体幹の筋電を計測し，高速フーリエ変換を適用することで周波数情報に基

づいた特徴量を抽出する．事前に，識別する動作数，すなわち目標姿勢の数を設定

しておき，使用者の各動作に対応した筋電の周波数の特徴量と目標姿勢の対応関係

をニューラルネットワークによって学習しておく．学習済みのニューラルネットワ

ークに，毎時間ステップ特徴量が入力され，使用者の各動作に対応した目標姿勢の

番号が出力される．このニューラルネットワークから出力される目標姿勢の番号が

制御部への入力となる．制御部は，受け取った目標姿勢の番号に応じて，各関節の

目標値を更新し，各サーボモータへ指令値を送る．指令値を受け取った各サーボモ

ータでは，目標の角度となるようにローカルでフィードバック制御が実行される．

各関節の状態は制御部にはフィードバックされないため，制御部全体ではフィード

フォワード制御が行われている．使用者が筋電を出力していない安静状態のときに

は，各関節の目標値は更新されないため，ロボットの姿勢が保持される．この，筋

電が入力されている間だけ，指令値が更新され，各関節が駆動する機能をインクリ

メンタル制御と呼ぶ． 

４自由度筋電肩義手の場合は，腕および手の状態をそれぞれ目標姿勢として事前

に設計し，動作切り替えの機能を用いることで，4 つの肩義手の動作を２つの使用者

の動作に対応付けた．８自由度筋電肩義手の場合は，目標姿勢を定め 4.4.2.項で述

べたように最適干渉行列の逆行列を用いて各サーボモータに対する指令値を求め，4

自由度筋電肩義手と同様に動作切替の機能を用いることで 4 つの肩義手の動作を２

つの使用者の動作に対応付けた． 
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4.7.5. ARAT 実験 

 本節では，4.6.10項で開発した8自由度筋電肩義手システムの上肢機能を客観的に評価

するため，片麻痺患者の上肢機能評価に用いられる ARAT（Action Research Arm Test）を

参考に評価実験を行った．ARAT は Lyle によって開発された脳卒中片麻痺患者のための

上肢機能評価であり，日常生活における複合的な上肢機能の評価に主眼をおいたテストで

ある（Nuray et al, 2008）．ARAT は表 4-6に示すGrasp（つかむ），Grip（握る），Pinch（つま

む），Gross movement（粗大運動）の 4 種類 19項目のテストで構成されており，課題は階層

的かつ難易度に応じたものとなっている．本実験では，ARATの 4種類のテストのうち Grasp，

Grip，Gross movement の 3 種のテストを 8自由度筋電肩義手システムおよび 4自由度筋電

肩義手システムで行った．本研究で開発した筋電肩義手システムは手先の動作を担保しな

いため，Pinch に関するテストは実行不可能と判断した．テスト課題は表 4-6 に色付きで示

す．ARAT の課題は難易度に応じて階層的に分類されており，表 4-6の各種類の最上位

にある課題が最も困難で，それぞれ下位の課題の内容を内包した形式になっている．従っ

てARATでは，各種類の最上位の課題を達成することができれば下位の課題も同様に達成

したものとして扱う．よって本実験においても Grasp および Grip では最上位の課題を選択し

た．本研究で開発した 8自由度筋電肩義手システムでは，関節の可動範囲の関係上Gross 

movementの最上位課題は実行不可能であると判断し，関節の可動範囲内で実行可能な下

位の課題を選択した．実験物品および実験環境を図 4-47 に示す．また，Grasp の課題で

は 8 自由度筋電肩義手システムと 4 自由度筋電肩義手システムの性能を比較するため， 

4.7.2.項で使用したものと同様のモーションキャプチャシステムを用いて使用者の体幹の動

作を計測した．マーカーは図 4-48 のようにソケットに設置した． 
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表 4-6 ARAT 実験課題 

項目 物品 

 Grasp 

1  木製ブロック 10 ㎝ 

2  木製ブロック 2.5 ㎝ 

3  木製ブロック 5 ㎝ 

4  木製ブロック 7.5 ㎝ 

5  クリケットボール 直径 7.5 ㎝ 

6  砥石（10×2.5×1cm） 

 Grip 

7  グラスからグラスに水を注ぐ 

8  円筒 2.25 ㎝ 

9  円筒 1cm 

10  ワッシャーをペグに移す 

 Pinch 

11  金属球 6 ㎜（母指と環指） 

12  ビー玉 1.5 ㎝（母指と示指） 

13  金属球 6 ㎜（母指と中指） 

14  金属球 6 ㎜（母指と示指） 

15  ビー玉 1.5 ㎝（母指と環指） 

16  ビー玉 1.5 ㎝（母指と中指） 

 Gross movement 

17  手を後頭部へ置く 

18  手を頭頂部へ置く 

19  手を口元へ 
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①  台座 高さ 37[cm] 幅 50[cm] 奥行 9[cm] 

②  木製ブロック 10×10×10 [cm] 重量 468[g] 

③  コップ×2 高さ 12[cm] 上部直径 8[cm] 底部直径 6[cm] 

 

 

図 4-47 ARAT 実験の物品および実験環境 
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図 4-48 マーカー設置個所（ソケット） 

 

図 4-49 にモーションキャプチャにより測定した 8 自由度筋電肩義手と 4 自由度筋電肩

義手で Grasp の課題を行ったときのそれぞれの体幹の動作の経路を示す．青線が 8 自由

度筋電肩義手，赤線が 4 自由度筋電肩義手を使用したときの体幹の動作を示している．ま

た，表 4-7 に図 4-49 における標準偏差を示す．図 4-49 および表 4-7 より，4 自由度

筋電肩義手と比べて 8 自由度筋電肩義手を使用したときのほうが体幹の動作が非常に小さ

いことが分かる．これは4自由度筋電肩義手に内旋外旋や掌屈背屈の自由度が存在しない

ため，把持対象である木製ブロックに手先を合わせるために体幹を前後左右に大きく動作さ

せる必要があるためと考えられる．また，4 自由度筋電肩義手では課題の達成ができなかっ

た原因として把持力の不足が挙げられる．木製ブロックの重量は約 500 [g]であり，重量だけ

なら 4 自由度筋電肩義手でも把持可能である．しかし，サイズは 1 辺 10 [㎝]と大きく，両肩

義手ともに母指と 4 指の指先でどうにか挟み込むのが限界であり，手先の自由度がない不

安定な力把持しか行うことができない．従って継続した把持には手先の把持トルクが重要に

なる．8 自由度筋電肩義手では 8 個のモータのトルクを手先で扱うことができるため十分な

把持トルクを確保することができるが，4 自由度筋電肩義手ではハンドに内蔵されたモータ

のトルクしか使えないため，トルク不足で課題を達成することができなかったと考えられる． 
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図 4-49 Grasp 課題の動作の経路 

表 4-7 Grasp 課題における肩義手ごとの標準偏差 

 4 自由度筋電肩義手 

[cm] 

8 自由度筋電肩義手 

[cm] 

ｘ 4.33 0.77 

ｙ 4.25 0.17 

ｚ 2.24 1.28 
 

 

 図 4-50 および図 4-51 に 8自由度筋電肩義手を使ったGrip と Gross movement の課

題の実験風景を示す．Grip の課題はコップに注がれた水を同サイズの空のコップに移し替

える動作であり，手の開閉の他に前腕の回内回外動作と肩の外転内転動作を用いることで

達成した．4 自由度筋電肩義手では前腕の回内回外動作および肩の外転内転動作が行え

ないため，達成不可能な課題となっている．Gross movement の課題は手先を口元に運ぶ動

作である．図 4-51 では手先が口元に届いていないが，これは被験者が健常者であり，本

来の肩義手装着位置に健常腕が存在するためである．図中に示す赤の破線は 8 自由度筋

電肩義手の肩関節の中心点と被験者の肩関節の中心点を結んだものであり，約 15 [cm]離

れている．被験者を肩離断者と仮定する場合，8 自由度筋電肩義手の肩関節の位置は被

験者の肩関節の位置に移動する．従って手先の到達位置も赤の破線分移動し，手先を口

元に運ぶことが可能である． 
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図 4-50 Grip 課題 
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図 4-51 Gross movement 課題 

  

以上の結果より，8 自由度筋電肩義手を用いることで，Pinch（つまみ）動作を除く上肢機

能を高い性能で再建可能であることが分かった．また，健常腕と同等の自由度を持つことで，

4 自由度筋電肩義手と比べて手先位置の調整が容易であり，手先位置の補正に使われて

いた体幹部の動作を大きく減らすことが出来た．  

 

4.8. 日常生活動作の実行実験 

 前節までで，4.6.8 項で開発した 8 軸ワイヤ干渉駆動機構アームにおける各関節の

独立動作および重量挙げにより，8 軸ワイヤ干渉駆動機構アーム実機のロボットアー

ムとしての基本性能を確認することができた．本節では，4.6.10 項で開発した 8 自

由度筋電肩義手システムを使い，日常生活動作を行うことが可能であるか確認する． 

3 章で開発した 4 自由度筋電肩義手システムは，肩，肘，手（4 指，拇指）にサー

ボモータを配置した，矢状面上でのみ動作可能な機構であったため，実行可能な動

作に制限があった．具体的には，物体の把持および移動などの比較的単純な動作で

あっても，体幹での動作補償が必要であった．また，ロボットアーム自体は矢状面

上でしか動けないため，把持した物体を体の中心線に合わせるように移動させるこ

とや，把持した物体の向きを変えるといった動作を行うことは不可能であった．従

って本項では，4 自由度筋電肩義手システムでは実行できなかった日常生活動作，具

体的にはペットボトルに入った水を口元に運ぶ動作，ドアの開閉動作が，8 自由度筋
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電肩義手システムによって実行可能になることを示す．  

被験者は健常な成人男性1名である．本実験は電気通信大学の倫理委員会において

承認されており（管理番号 10006(4)号），被験者から書面によりインフォームドコ

ンセントを得たうえで実験を行った． 

それぞれの日常生活動作の実行実験の様子を図 4-52 と図 4-53 に示す．図 4-52 に

示すドアの開閉動作はドアノブを回すため手首の回転と屈曲伸展，手の開閉が必要

になる動作で，4 自由度筋電肩義手システムでは手首の回転が不可能だったためでき

ない動作だった．図 4-53 に示す把持物体を口元に運ぶ動作は肩の回転と屈曲伸展，

肘の屈曲伸展，手首の屈曲伸展，手の開閉が必要となる動作で矢状面上でしか動作

できなかった4自由度筋電肩義手システムでは不可能な動作だった．これら2点の動

作ができたことで，3 次元空間上で物品の向きに合わせた把持が可能であり，使用者

の体幹内での作業も可能となった． 

 

 

図 4-52 日常生活動作（ドアの開閉） 
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図 4-53 日常生活動作（水を口元に運ぶ動作） 

 

4.9. まとめ 

 本章では，軽量多自由度な電動肩義手用アームの開発を目的として，ワイヤ干渉

駆動機構を参考に，全軸ワイヤ干渉駆動機構による 8 自由度の電動肩義手用アーム

の設計，製作行った．また，開発した電動肩義手用アームを用い，全軸ワイヤ干渉

駆動機構の動作確認および重量挙げ実験による評価を行った．これらの結果，全軸

ワイヤ干渉駆動機構を用いることで，各軸を個別に動作可能であり，かつ電動肩義

手用アームに使用しているモータ出力を合算したトルクを各軸で出すことができた．

また，実際に肩義手として装着した状態でドアの開閉などの日常生活動作を行える

ことも確認することができた． 
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 以上より，本研究の目的であった，軽量多自由度な電動肩義手用アームを開発す

ることができた．また3章で開発した3自由度の直感操作型肩義手システムでは自由

度が足りず実行不可能であった動作も実現することができた． 
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第 5章 結言 

 本章では，本研究のまとめを述べる． 

 

5.1. おわりに 

 本論文では，TMR 手術や長期の訓練なしで直感的な操作を可能とする，低重量多自

由度な筋電肩義手システムを開発することを目的とし，操作自由度を低減すること

で体幹部の表面筋電位を用いた直感的操作を可能とする制御手法と，全軸ワイヤ干

渉駆動機構を用いることで，低重量で 8 自由度を保有する筋電肩義手アームを開発

した． 

 第１章では，本論文の概要と構成を示した．． 

 第２章では，本論文の背景と目的について述べた．2.1.節では，本論文の背景と

して義手の歴史と分類を述べた．2.2.節では，義手の一種である電動肩義手に焦点

を当て，より詳細な歴史に加え，電動肩義手に求められる機能や先行研究，課題に

ついて述べた．2.3.節では．本論文の目的を示した． 

 第３章では，体幹部の表面筋電位を用いて直感的な操作が可能な 4 自由度筋電肩

義手システムの開発ついて述べた．3.2.節では，4 自由度筋電肩義手の構成要素につ

いて述べた．3.3.節では，直感的な操作のための制御手法について述べた．3.4.節

では，制御に使用する体幹部の表面筋電位の測定位置の同定に関する実験について

述べた．3.5.節では，4 自由度筋電肩義手システムの検証実験について述べた．3.6.

節では，第 3章についてまとめを述べた． 

 第４章では，全軸ワイヤ干渉駆動機構を用いた 8 自由度の低重量な筋電肩義手ア

ームの開発と，3 章で述べた体幹部の表面筋電位を用いて直感的な操作を可能とする

制御手法による動作実験について述べた．4.1.節では，8 自由度の低重量な筋電肩義

手アームの開発目的について述べた．4.2 節では，8 自由度の低重量な筋電肩義手ア

ームを開発するうえでの課題について述べた．4.3.節では，8 自由度の低重量な筋電

肩義手アームを開発するためのアプローチについて述べた．4.4.節では，全軸ワイ

ヤ干渉駆動機構の特徴と設計法および制御法について述べた．4.5.節では，ワイヤ

経路の設計法について述べた．4.6.節では，8 自由度筋電肩義手アームの設計と実機

の開発について述べた．4.7.節では，開発した 8 自由度筋電肩義手アームの性能評

価実験について述べた．4.8.節では，４章についてまとめを述べた． 
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5.2. 本研究の成果 

 電動肩義手に限らず，義手全般の最終的な目標は，健常腕と同等な機能の再建とい

える．この場合の機能とは，再現可能な関節自由度の数や外観，重量など多岐にわ

たる．本論文では，電動肩義手によって再建する機能を関節自由度や重量，操作性

などの運動機能に関連する項目に絞って研究に取り組んだ．同じく電動肩義手の運

動機能に関する先行研究では，前述した義手の究極的な目標に向けて，関節自由度

の増加や操作性の向上などが研究されていた．しかし，関節自由度の増加は使用す

るアクチュエータ数の増加と同義であり，結果，重量の増加や制御の複雑化による

操作性の低下に繋がることになる．そこで本論文では，複数のアクチュエータ出力

を協働させるワイヤ干渉駆動機構の理論を拡張し，全軸ワイヤ干渉駆動機構の設計

理論を確立した．全軸ワイヤ干渉駆動機構に関しては，従来は２あるいは３軸の機

構に対して，経験則による設計を適用してきた．一方本論文では，干渉行列がアダ

マール行列と等価であることを利用することで，2 軸あるいは 4 の倍数の軸数のとき

の最適干渉行列を設計する方法を提供した．さらに，設計した最適干渉行列を機構

表現するための手続きとして，プーリー配置問題を解くアルゴリズムを提供した．

提案した干渉行列とプーリー配置の設計論を利用することによって，８軸干渉駆動

機構ロボットアームを開発することができた．評価実験により，理論通りの高い関

節出力が得られることを示した．さらに，開発した８軸干渉駆動機構ロボットアー

ムを肩義手として適用することで，簡易な４自由度肩義手では実現できなかった，

日常生活動作を実行可能になり，また多自由度化したことによるメリットを，定量

的に評価実験により示すことができた．本論文で開発した全軸ワイヤ干渉駆動機構

の設計理論はロボットアームに限らず，すべてのリンク機構に適用可能であり，広

範な応用が期待できる．  
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5.3. 今後の課題 

 本研究において，直感操作型肩義手システムと軽量多自由度な電動肩義手用アーム

をそれぞれ分けて開発した．今後はこれらを組み合わせ，日常生活で継続的な使用

が可能な肩義手システムの開発を目指す．本研究では，軽量多自由度な電動肩義手

用アームの開発に全軸ワイヤ干渉駆動機構を用いた. 全軸ワイヤ干渉駆動機構は最適

干渉行列がアダマール行列になる関係上，自由度を 1 つずつ増やすことはできず，8

自由度の次は 12 自由度，16 自由度となってしまう. 今後肩義手システムの自由度を

追加する場合，自由度の追加先は手や指になると考えられる．しかし，手先の狭く

限られた空間に対してどのようにプーリーを配置し，ワイヤ経路を設計するのかと

いう問題を考える必要がある．従って，空間上の制約やワイヤ経路などをどのよう

にして解決していくかというのが今後の課題になると考える。また，電動肩義手と

して使用するためには，本論文で使用した固定電源ではなく，持ち運び可能なバッ

テリーで駆動させる必要がある．計算では約 300g のバッテリーでも駆動可能である

が，今後はバッテリーを電源とした場合の連続稼働時間や最大出力などを実際に実

験で確認し，最適なバッテリーの選定などを行う必要があると考える． 
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